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　1.はじめに

　人類が生業形態を本格的に農業に移していくのは，狩猟採集との長い期

間にわたる共存の果てにおいてであった。それも栽培・農耕への依存が補

助的手段であったリスク分散型の生活から，農業を完全に主要な生活手段

とする段階までには必ずしも不可避的な軌跡があったわけではない。集団

がその生存を維持していく上で生業形態を根本的に変化させるには，それ

を促す環境上の大変化や人為的な（意図的であれ強制的であれ）制度設計が

必要であった。前者の環境要因は，すでに別の機会で論述したように，人

類を農業へ移行させるおおきなきっかけを与え，それも収穫逓増という形

で不可逆的な過程が農業のなかには内在的に含まれていた。

　しかしながら，すべての地域で同様に人類が農業へ完全に移行したわけ

でなく，むしろその完全化には自然的な移行だけでなく多分に人為的（集

団行動的）な実行が伴っていたと考えられる。筆者は農業経済が人間をホ

モ・エコノミクスとして自覚させ，利益追求志向の行為を動機づけると論

じた（明石1999）。その内にはたんに経済的利益のみならず，収奪・賦役

に象徴される権力への追求も含まれていた。農業からもっぱら得られる余

剰分の取得・再分配という流れは，階層化と権威・権力の凝固化という社

会の変化をともなう。平等社会から階層社会への移行は，農業経済でかな

りのところ頻繁にみられる現象である。権力への追求心はその移行の大き

な動因であったことは否定できないであろう。

　国家(the state)はこの権力追求の果てに創出された制度といえなくもな
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い。国家の形成はバンド，部族，首長制という階層社会への漸進的な移行

の果てという新文化進化主義の立場から説明されることが多かった。しか

し，進化の岐路に注目するならば，単純な遷移過程として国家の生成をと

らえることには注意が必要である。部族，首長制，初期国家それぞれを異

なる政治的な統一原理を有した均衡状態としてとらえるならば，変化はあ

る状況から浮び上がってきた岐路ないし選択肢の現実化として，ある均衡

から他の均衡への移行と解釈できるからである。この立場からみると，国

家形成そのものはきわめて特異な現象として映し出されるはずである。

　この均衡状態からの移行は，空間的視点から追求することが可能である。

部族，首長制，国家という３つの形態に一対一に対応するわけではないに

しても，集団の居住する拠点の様相（セトルメント・パターン）はそれぞれ

特有の性質をもっている。行政管理システムと物資・労働の移動からなる

財・情報フローの体系は，それぞれの形態に対応して固有の特徴を示すも

のであり，逆に体系の変更の様子を追っていくことにより，国家形成を窺

わせる情報が得られると考えられる。

　本稿は，国家形成という問題を総体的に扱うものではない。この問題は

きわめて多様な側面を持ちうるがゆえに，ここではむしろ統って空間的側

面，すなわち国家の領域内にみられる中心と周辺の空間的様相に焦点をあ

てて，問題の考察を行っていきたい。以下の構成は次の通りである。第２

節では人類学・考古学の分野で多大な影響をあたえてきたと思われる新文

化進化主義と初期国家について簡単に紹介し，そのうえで第３節では，セ

トルメント・パターンという空間上の都市・集落の位置づけについて議論

を展開する。そして第３節に関連させる意味合いで，第４節では各地の国

家形成期の事例を紹介していく。第５節ではそれらをふまえて当初に述べ

た国家形成の特異性をその背景と絡めて論じてみる。
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　2.初期国家論

　人類が環境の変化に適応して，生業形態を狩猟採集から農業へ徐々に変

えていった結果，集団ないし組織の形態も変化していった。とくに農業を

主要な生業形態とする社会ではつぎのような変化が共通して観察されるこ

とが多いと言われる。

　農業において必要となる共同作業は，結果として人々の結束，集団化

(拡大家族)を促し，空間的には集落の発生となる。さらに集落間では，共

同防衛，婚姻，相互扶助ないし儀式的な互酬制により恒常的な関係がうま

れ，発展して広域の集団(分節集団ないし部族)がうまれる。また，集団内

部では政治，宗教，経済上の立場から身分の分化が発生し，それが恒常化

することによって階層社会がうまれる。とくに支配，被支配という関係が

内部で深化し，領域的にも拡大することにより，国家の原初的形態つまり

初期国家(theearlystate)がうまれる，というものである。

　国家の起源ないし初期国家については，社会の階層化を念頭においた単

純社会から複雑社会への進化という文脈で，人類学ならびに考古学の立場

からかなり精力的に研究されてきたといってよい。いわゆる，バンド，部

族，首長制への変化(Service1962)ないし平等社会，ランク社会，階層社

会への移行(Fried1967)を想定する新文化進化論の立場から国家の発生が

その最終ラウンドとして位置づけられたわけである。もちろん，その立場

は19世紀後半にみられた文化進化論のように，一元的(定向的)な移行過

程を想定していたわけでなく，退化(devolution)とか内旋化(involution)と

いった多極的な遷移を想定していたわけで，単純なものでなかったことも

確かである1)。
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　国家の発生に注目するということは，人類が新石器革命ないし農業革命

を契機にして社会の構造を複雑化させていくという一般的な傾向を，第一

に権力の制度化という政治的視点から見ていくわけであるが，これとは別

に文化の高度化という文明論の視点，ならびに都市ないしセンターの発生

（都市革命）という空間的視点から，この一般的傾向を解釈することも可能

である。というより，権力の制度化，文明の発生，都市革命という３つの

視野は，結局共有部分として国家の発生という主題をそれぞれの視点から

抱え込んでいるのだということである。

　ここでは文明論にまで踏み込むつもりはないのであるが，文化は人類が

うみだしたもの一切であるという文化人類学の定義を敷延すれば，文明は

文化という成果の高度な形態であり，内部的な深化という質的な側面のみ

ならず，周囲への伝播といった外部的な影響力を含めた成果の総体という

ことになろう。さらに次のような文明社会の定義もあるのである。「文明

社会とは，都市ともよべるようなセンターを有し，そこで中央政府が行政

を司り，身分の分化がみられ，社会も明瞭に階層化され，職業の分化も発

達している社会である。」（植木1996;11）このとらえ方からすれば，文明社

会と階層社会／国家が同義であることを受け入れざるをえないであろうし，

「文明とは国家という政治システムを持つ社会のことである」という明確

な主張もあるのである（大貫・前川・渡辺・屋形1998;131)。

　さらに第３の視点である都市ないしセンターの発生であるが，これは

G. Childeの「都市革命」に象徴されるように，都市の発生をもって人類

社会の転換点のひとつとする考え方である。G. Childeは都市革命の特徴
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として，人口の集中，専門化，納税，公共建築物，文字，科学，芸術の存

在，長距離交易，支配階層，地縁社会などをあげており(Childe 1950），か

なりのところ文明社会ないし初期国家の特性と重複している。とりわけ，

そこでクローズアップされるべきは，領域として境界のなかに分布してい

る集落群の階層構造を明らかにするという接近法である。恒常的または定

期的に人間を集中させ居住させる都市ないしアーバン・センターは，他の

集落（ないし農村）の余剰生産物なしには維持できないものである。農村

からの余剰生産物の都市への集積は，ひとつは都市によって産出される製

造物との交換によって実現可能であるが，また政治的支配関係を反映した

租税・貢物の流入によっても実現可能である。領土という空間的領域内で，

政治的中心地への財の流入と反対給付としてのサービスまたは情報流出の

構図は，政治的な求心構造を映し出し，国家の基本的要件を再認識させて

くれるはずである。

　さて，本題の国家の起源ならびに初期国家であるが，植本式は初期国家

の特性を次のようにまとめている（植木1996; 31-35)。①3階級以上の社会

階層②世襲的国王と法体系の成立③貢納，徴兵，労役の賦課④行政区と官

僚⑤アーバン・センター（宮殿）⑥職業の専門化⑦（ポリス的色彩の強い）

軍隊である。もちろん，これは初期国家の標準的な姿というべきであり，

実際の状況はより多様であるといえようが，それ以上にすでにふれた人類

社会の複雑化への一般的傾向のなかにあって，国家がいかにうまれるかが

ここで求められている主題であり，その観点から初期国家の特性をとらえ

ていく必要があろう。

　例えば, E. R. Service(1962）が提唱した，バンド，部族，首長制の流れ

の中にあって，必然的ではないにしても，国家は首長制から進化した形で

現出するものとして位置づけられている。 Service自身は，「首長制段階

から国家を区別する方法はないように思われる」(Service 1975;304)とし，

国家ないし古代文明を首長制とは別の段階として区別するのではなく，単
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純から複雑社会への定向進化的(orthogenetic)な流れの中で連続的な変化・

遷移としてとらえていた。そのなかで権威に加えて強制力が国家の本質的

要素であると述べ(Service 1975;15),カリスマ的なリーダー（ビッグマン）

から世襲的権力者（国王），貴族，官僚層の創出に，換言すると権力の制

度化に国家の発生をもとめていたのである。

　国家形成への契機については, Claessen and Skalnik (1978;642)によっ

て①人口圧②戦争，脅威③征服④既存国家の影響などがとりあげられてい

るが，その契機がいずれであれ，首長制，初期国家，成熟国家（または古

代文明）への遷移過程にあって，前者に近くなるほど，その支配統治の基

盤は統一者・英雄への血統的な近親度とか超自然（神格）的能力に求めら

れ，後者になるほど，非人格的な管理・再分配面が強調される政府機構が

表面に出てくるとされている。

　政治的な支配関係から，国家を議論する立場では，国家を成立させる基

盤とは何か，ならびにそもそも国家の本質とは何かという議論に辿り着か

ざるをえない。すでに言及したように，「権威に加えて強制力が『国家性』

(stateness)の本質的要素である」というService (1975;15）の言葉があるし，

Ｆ.Engels の有名な言葉「国家の本質的な一特徴は，人民大衆から区別さ

れた公的強力(Gewalt)ということになる」(Engels 1971［1884］;119)や共産

党宣言の一文「本来の意味の政治権力は，他の階層を抑圧するための一階

級の組織された強力である」(Marx and Engels 1960［1848］;495)も国家本質

論にふれた言明である2）。 M. Weberによれば，国家であるためには暴力
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ないし威嚇の行使による領域支配(政治共同体)や支配関係(政治団体)だ

けでは十分でなく，正当な(legitimate)暴力の行使を独占化している必要

がある。初期国家は，政治共同体や政治団体が自律化していてもまだ正当

な権力行使の独占化に至っていない状態ということになる(Weber 1968;

904-909)。

　Weberなどの議論を受けて, M. Mannは国家の要件として，①いくつ

かの団体とその構成員，②中心から外部へ放射線状に広がる政治関係，③

境界を形作る領土，④暴力を背景にし強制力をともなった規制を作成する

能力の独占化を掲げている(Mann 1994;333)。さらに暴力に直接言及した

ものにD. Northの定義があって，｢国家とは暴力に比較優位をもつ組織｣

であるとし，暴力の潜在的行使から資源の支配権を得ようとするところに

国家を理解する鍵があるとも述べている(Ｎｏrth1981;訳31)。

　以上のような言明から国家の本質を抽出していくと，領域内の構成員に

対して成立する物理的な暴力に裏付けされた政治的支配関係が共通項とし

て浮び上がってくるであろうし, Weberのように，暴力の行使には正当

性とその独占的性格が要求されるであろう。また権力(power)の定義を

｢人々の環境の支配を通じて目標を追求し達成する能力｣(Mann1986;6)と

すれば，権力を暴力という物理的な強制力に限定せず，広くとらえてその

領域内に権力を制度化して政治的関係を構築する組織が国家であるという

こともできるであろう。
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　このように権力の制度化として国家を眺め，その起源をもとめるとき，

その権力の源泉は何かという問題に至りつく。これは,M. Mannがその

著書(Mann 1986)で一貫して論じてきた主題であるが，彼は４つの源泉す

なわち権力としてのイデオロギー，経済，軍事，政治をそれぞれとりあげ，

それらのネットワーク化と制度化を通じた社会権力の確立と変化を歴史的

に追求している3)。ただし，国家の成立という文脈でとらえると，国家自

体が政治的権力を具体化したものということになり，むしろここではＴ.

Earleが主張するように，国家形成要素である権力の内容は，政治をはず

して経済，軍事，イデオロギーの三位説をとった方が明瞭で理解しやすい

(Earl1997;204,Johnsonand Earle2000;252-53)。

　経済的権力は富の集中を象徴しているが，先にふれたように，財産権の

規定に絡んで資源の支配権を左右する能力に関わる。軍事的権力は，物理

的強制力を裏付ける能力であり，収奪ないし経済外強制を実現する部分で

ある。そしてイデオロギーは，宗教的ないし祭祀的要素を含み，人々の価

値体系に影響を与えて統合的な(超越的な)行動に導く機能を果たす。国

家は軍事力を背景に構成員の行動を直接強制ないし規制させる能力をもち

えるわけであるが，それが恒常的に維持可能となるためには，計測と執行

を行う人員を経済的に賄うための基盤が必要となるであろうし，強制力の

行使を維持するには構成員からの正当性を獲得する必要が出てくるであろ

う。

　国家形成への契機としては，いままでさまざまな考えが提出されてきた

といえるが，主なところでは人口圧や資源制約の解決，支配・収奪ないし

防衛目的，公共事業(治水など)の要請，長距離交易と威信財の確保，対
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外政治的要因（第二次国家）などがあげられよう4）。国家の本質が,Mann

が定義するような，正当性を伴うとはいえ暴力に裏付けられた規制・法律

作成の独占化にあるとすれば，国家形成の問題はその構成員がいかにして

そのような権力の制度化を受け入れるに至ったかに帰着する。そしてその

解答は，集合的行動の意思決定に絡んで権力の源泉つまり経済，軍事，イ

デオロギーの３つの側面から引き出すことができるはずである。

　次の図１で表すように，権力の源泉としての経済，軍事，イデオロギー

は相互に補強する形でひとつのシステムを形作る傾向をもつ。経済的基盤

（富の集中）は軍事，イデオロギーの基盤を負担，寄進というかたちで補強

する。軍事的権力は財産権の規定ないし保護という形で経済的権力の保持

を助けることが出来るであろうし，イデオロギーにはその保護を通じて存

立基盤を社会的に補強するであろう。イデオロギーは構成員の価値体系に

訴えることにより，軍事，経済的権力に「正当性」を付与してまたは媒介

してその存立を支持することが出来る。そしてこの相互依存のなかで国家

の形成と存続も可能となるのである。
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　集団の構成員が自身の行動を制約させるような制度（ルール）を受け入

れる誘因については，集団内部で培われ形成されるか，外部からの圧力に

よって強制的に（または威圧されて）成立するのか，という分類があげられ

る。さらに，国家形成にあたり，集団の主要部分が合意の下でまたは協力

的(cooperative)に実現するのか，集団が分化して一方が他方を威圧ないし

征服する形で，その意味で排他的(exclusive）に形成されるのかという分類

があろう5）。一方では国家形成の誘発要因が内発的か外生的かの対立軸が

あり，他方では集合的意思決定に関し，協力的か排他的（収奪的）かの軸

があって，都合４つのタイプが類型できることになる。

　経済学の視点から見れば，内発説に関してはすでに２つの対立する学説

が存在してきたといえる。国家という制度もしくは組織が何らかの公共財

（サービス）を提供する機能をもつとすれば，いかに協力的に費用を負担す

る代わりに公共財を供給できるかという，新古典派経済学が取り扱ってき

た問題に帰着するからである。そこには私的財と公共財の資源配分（もし

くは私的費用と社会的費用の乖離）の問題があり，また代理機関が構成員の

意図をどのように反映するかというプリンシパル・エージェント(princi-

pal-agent)の問題が横だわっている6）。さらに外部集団との恒常的な戦争状

態または侵略の脅威は，集団内に軍事的な指導者を自発的に選出させその

地位を高めて，国家形成の一契機となりうる。これも協力的タイプに分類
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することができる。他方の排他的（収奪的）タイプでは，集団内で富の格

差（もてる者と持たざる者）が生まれ，一方が他方を搾取するという階級社

会を背景にして国家の形成を論じるマルクス主義国家論が存在する。もて

る者が国家という代理機関を生み出して集団内部での所得分配の不平等を

制度化するという考えである。

　またもうひとつの対立軸にある外生説では，排他的タイプとして外的な

集団による軍事的な征服・支配による国家機構が成立するという考えがあ

り，経済学では「収奪国家」(predatory state)として最近研究されてきてい

る分野である7）。これは，暴力的な収奪機構としての国家に直接眼を向け

るものであり，盗賊・マフィアなどの非国家的集団との競合関係がその分

析の中に入ってくる。さらにもう一方の協力的タイプには，いわゆる「第

二次国家」(secondarystate)の議論があてはまる(Fried 1967;227-242)。外部

において影響力のある国家が近隣において形成されると，その存在に触発

されて首長制社会に国家形成が協力的に進行することがある。また対外交

易ルートを地理上の理由などで独占化でき，交易を通じて外部の威信と威

信財を入手することにより，急速に国家の体裁を整える場合もこの分類に

入るであろう。

　集団内部にもとめるか外部にもとめるかの違いがあるにしても，協力的

タイプと排他的タイプの分類は，国家の起源を探る上で本質的な対立軸を

形成する。どの次元の集団を対象とするかで（っまり，ある集団かまたはそ

の亜集団かで）同一の現象でも集団内の合意形成ととるか同一社会の他集

団からの強制とみるかの違いが出てくるのである。直接，強制力の行使と

いう国家の本質からみれば，起源論としては排他的収奪的行動に分かある

ように思われる8）。しかし，一方的な収奪行為は，国家の構成員の支持を
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長期的に獲得するものではない。長期的な政体の継続性を得るには，何ら

かの「正当性」を行使の中に盛り込まざるをえないし，構成員の了解を確

保する必要が出てくる。その意味で協力的要素は何らかの形で起源論の中

に入り込まざるをえないのである。

　「正当性」(legitimacy)の議論は, M. Weberにおいて論じられていた主

題であるが，国家との関連においても，人類学の立場から議論されてきた。

R. Cohenによれば，「正当性とは政体における人々によって広範囲に受容

されている活動ならびに信念のことをいう。」「正当性は，権威あるひとび

とがその権力や地位を恣意的に行使しないよう制御するルールがあること

を意味している」（Ｃｏｈｅｎ1988;2-3)。また「正当性は支配者だけでなく被

支配者も現状の権力の分化が正しいという確信を共有するような状況のこ

とである」(Claessen 1988;23）。

　例えば，防衛上の共通の理由から協力的行動により代理機関を作り，軍

事力の行使の権限を付与することが可能である。しかし，プリンシパル・

エージェントの議論にもあるように，監視と制御のための有効策がなけれ

ば，強制力を得た権力の行使者が，収奪的な行動をとることは十分可能で

ある。また，集団のうちから一部の亜集団が，他を収奪または搾取する目

的で結成され組織化することもありうる。しかし，そうであっても，権力

行使の主体ないし収奪組織は自らを継続させるためには「正当性」を何ら

かの形で獲得せざるをえないのである。

　そこで注目されるのはイデオロギーの存在である。権力としてのイデオ

ロギーが構成員の価値体系に訴えて統合的機能を果たすことはすでにふれ

た9）。農業社会では，収穫物の出来高を左右する自然の動きに，神ないし
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聖なるものの観念が付与され，その神聖なるものとの意志疎通をはかるた

めの祭祀活動が，構成員の間に自然と受け入れられてきた。自然ないし神

の意志を伝えるとされる人物もしくは対応したイデオロギー白身が集団の

統合的機能を果たし，それが特定の集団に世襲化されるに及び，首長制の

体制が形成される。

　外部的な支配体制を実現する国家に先立って，部族から首長制へ移行す

る背景には神，英雄からの系譜や超自然能力を扱った伝説からなる神話が

特定集団と結びつくという文脈で集団の統治機能を果たしてきたとされ，

イデオロギーの重要性が強調されるのである1o）。それゆえ，国家形成の主

因も協力的行動か排他的行動かの二者択一にもとめるのでなく，例えばあ

りうるモデルとして，協力的要素はイデオロギーの内に概念化されて残存

し，排他的行動が主導要因として国家機構が形成されると考えることがで

きよう。逆に排他的行動はそれが前面に出ても，イデオロギーの再構成に

よって「正当性」を得るという作業をせざるをえない。そこに協力的要素

が入り込んでくるのである。

　協力説か征服・収奪説かの一方を取る立場は，国家形成の一面のみを強

調し，相互作用という全体像を見落としかねない。次の図２に試みに描い

てみたように，合意形成の下，協力的行動から国家形成の契機が生まれる

ことがあるだろうし，収奪的動機による征服支配の結果，国家機構が形成

されることもありうる。しかし，一方に偏した行動とその成果は長期的に

は他方への反動を引き起こすであろう。神聖の概念が付与されたイデオロ

ギーを介し，協力的行動の下で，軍事的権力の萌芽をリーダーに与えるこ
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とはよくあることである。権力への監視と抑制が不十分であれば，排他的

ないし収奪的組織の形成を防ぐことができなくなる。他方，収奪的行動は

正当性の裏付けを最終的に獲得できない限り，構成員からは排除すべき一

過性の存在に終わってしまう。正当性をえるために，再び協力的要素を回

復するように，イデオロギーは両極を媒介するという機能を果たすことに

なるのである。

　3.集落階層の進化と都市の発生

　前節の議論では，平等，ランク社会から階層社会，または部族から首長

制，初期国家への移行は，もっともありうるべき遷移形態として，必然的

ではないとはいえ，受け入れられていることが出発点となっていた。しか

し，首長制から国家への移行は,E. Service(1975)が喚起しているように

必ずしも明確な区別がつけられるわけではない。彼自身最初は首長制の特

徴に再分配システムの存在をあげていたが，その後の首長制に対する人類

学・考古学の研究は再分配の存在は必要条件ではなく，むしろ管理行政シ

ステム上の観点から首長制が認識され，規模の点を除けば，初期国家の先

駆者として理解されるようになっている11)。その意味では，首長制から
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（初期）国家への移行はより連続的な過程を包含しているのだということ

になり，首長制のうちに積極的に国家的要素を萌芽として認識する姿勢に

なっているといえる。

　しかしながら，それでも概念としては首長制と初期国家の区別は必要で

ある。ここでは，概念規定を再度試みるというのではなく，前節の最初で

ふれたように，空間的階層構造（セトルメント・パターン）の進化という視

点から国家への遷移過程の問題を扱ってみようというのある。これは考古

学の分野で世界の主要な地域において精力的に試みられてきたアプローチ

である。

　国家の本質がすでに論じてきたように，画定された領土内での直接には

暴力を背景にした強制力の独占化にあるとしたのであるが，それが維持可

能であるためには防御，その他公共機能の提供や，構成員からの権力行使

の正当性を獲得する必要があったのであり，かつ経済的には（軍隊を含め

た）政府機構を維持するための必需物資の集積とその管理がもとめられた

のである。これを空間的に描写すれば，そこには権力という一種の情報フ

ローを産出するアーバン・センターないし「都市」が存在することになる。

センターが例えば祭祀目的の構造物または宮殿のような限定された機能を

有した空間であったとしても，都市と同様に，他の集落からの剰余物を集

積することによって成立し維持されることには変わりない。「過度の集住

と外部依存」（都出1997;43)が確かに国家が存在する段階にはみられるの

である。もしくは都市という概念にこだわるのでなければ，例えば次のよ

うな都市成立に代わる代替的な指標を考えてもよいのであり，その点から

再度首長割と国家の区別を図ってもよいのである。

　「外部依存の必需物資による規制によって共同体的自給性や社会の自立
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的一体性が解体されているかを『都市の存否』に代わる別の指標とするの

が有効と考えられる。」「農業共同体あるいはその首長の連合体からなる地

域的な政治権力は，地域的な自給関係そのものにねざしているのにたいし，

国家はそれとは別個の統合原理にもとづく政治組織であることを改めて確

認したい。」（都出1991;15）

　前節でふれたG. Childeの「都市革命」についてはしばしば批判がなさ

れてきた。例えば，彼があげた特徴は階級社会成立の言い換えであり，そ

の羅列ではないか。都市革命とは結果であって，革命を引き起こす動因の

説明に欠けるのではないかといった類である。前川（1995）も指摘してい

るようにメソポタミアで起こった変化は革命ではなく進化として捉えるべ

きではないか，とも考えられるのである。「都市革命」という概念が，一

連の人間社会の複雑化傾向に意味ある位置をもちうるかという問題が確か

にある。しかし，（初期）国家への移行という主題を中心に議論を組み立

てるとき，空間的視点からみて「都市」ないしそれに代わるセンターを中

心とする求心的構造の成立は無視できない現象であり，分析すべき題材で

あることは否定できない。

　再度，複雑社会への遷移現象という視点に戻って，首長制chiefdomと

国家stateの違いを規定しておくことにしよう。これはWright(1977）が

与えた定義にしたがっているのであるが，地域経済学ならびに制度派経済

学との関連性からも有意義であると考えられるからである。

　「首長制は，中央意思決定活動が地方の生産ならびに社会過程に関する

意思決定から，究極には規制されるのであるけれど，分離しているような

ひとつの文化的発展型として認識できる。しかし，首長制自身は内部的に

は分離機能化していない。したがって，首長制は外部的には専門化してい

ても内部的にはしていない。」(Wright1977;381)

　「対照的に国家は，地方過程に関して規制すべきものとして外部的に専
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門化し，中央過程については異時点と諸地域において別個の活動に分離し

ておこなわれるように内部的に専門化するという，集権的な意志決定過程

がともに備わった文化的発展型として認識できる。」(Wright 1977;383)

このような（訳文の適切さの問題もあろうが）叙述的表現ではその違いが理

解しづらい面があるであろう。次のC. Spencerによって提示された図３

　　　図３　部族，首長制，国家の意思決定モデル(Spencer 1982:Figure1.1)
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はその理解を助ける上で参考になる(Spencer1982;5）。

　Ｈ. Wrightが述べているように，首長制では中央と地方という基本的に

は２レべルのランクしかなく，首長の権威・権力そのものが地方を支配す

る基本的要素となる。政府機構として内部的に機能分化がしていないため

に，首長の代理者は全権をもつことになり，首長に成り代わって行動する

こともある。このとき３つのランクレベルが存在することになるが，上位

のランクはその権威の混乱によって不安定となりがちであり，死亡，政変，

戦争などによる首長間の交代も頻繁におこりうる。これに対し，国家は支

配機構において機能分化かおこなわれており，国家の分裂を防止する抑止

機構が働いているというべきである。実際，一連の初期国家論のなかにも

この分裂抑止の制度化こそが国家の本質のひとつであると主張されていた

のである（Cohen1978,ClaessenandSkalnik1981;490)。

　「過度の集住と外部依存」を空間的に追っていくとすれば，考古学によ

るセトルメント・パターン(settlementpattern)の推移を観察していくこと

によってアーバン・センターないし都市の成立の経過が判断でき，国家成

立の補助的判断材料となりうる。都市と農村という定型化された構図は，

都市が外部依存の下で成立する存在だと考えれば，都市（集任地区）に向

かっての必需物資（とくに農産物）の流入と逆に流出母体群としての農村

（集落）と間の分布状況を描くものであり，時期ごとに観察されたその階

層構造の変化は，国家の起源の解答への貴重な材料をあたえる。

　ただし，前節でも国家形成の契機という文脈で論じられたように，地域

経済学の立場からはじつは都市と農村ないしは都市の進化という形で，ひ

とつの考えが提示されている。経済学の方法論上の基本的特性は，経済主

体の自発的交換活動にもとづいた分析の多様な適用である。都市が労働集

約的に裂造物を生産する基地である一方，農村は土地と労働をもって農産

物を生産する区域である。この対照的な位置づけを前提に生産される財の

特性（需要強度や代替性の程度）と輸送費用との関係から，都市の規模と立
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地ならびに農村の領域の範囲が，交換による分業化という論理を使って説

明されるのである。

　都市と農村に関連する近年の研究としては, p. KrugmanとM. Fujita

（藤田昌久）のそれぞれの業績を紹介しておくべきであろう。 Krugmanの

業績は，人口の移動を伴いながら，どの場所にどれはどの都市が生まれる

のかという，都市の発生と成長という自己組織化の問題に取り組んだとこ

ろにある(Krugman 1993ａ,1993b,1996,Fujita,Krugman and Venables2000）。

　簡略化のためにサークル（円周）上の経済(the racetrackｅｃｏｎｏｍy）を考え，

等間隔に都市の立地候補地（地区）があり，その間にはそれぞれ農地があ

って農業がおこなわれているとする。都市は製造物を生産し，製造物はあ

る種の独占的特性をもって供給されるが，経済全体では競争にさらされて

おり，独占的競争の状態にある。また製造物の輸送に関しては他の地区へ

運送すると距離に総じて費用がかかり，その実質価値が減少する。他方，

農産物は規模に関し費用一定で完全競争状態にあり，なおかつ輸送費用は

まったくかからない。そして，労働の移動については，製造業に従事する

もののみが各地区の実質賃金を観ながら格差を解消するように労働者が移

動するとされる。

　このような仮定の下で，経済（とくに労働）の動きを追っていくと，第

一には輸送費用(transportationcost)の大きさが決定的な要因となり，ほか

に製造業と農業労働の比率ならびに製造品の代替弾力性が付加的に都市形

成の位相つまりどの地区に人口が集積するかを決定づけることになる。そ

の結果は，直感的にも理解しうるものであるが，輸送費用の上昇は地区間

の取り引きをより制限して，多くの小規模の集積化（小都市）をうみだす。

同様に代替弾力性の上昇は（輸送費用に対し付加的にインパクトをあたえるこ

とにょり）輸送費用上昇と同じ効果をもたらす。もし一極集中の条件をは

ずすという条件の下で，輸送費用が低下していけば，最初はランダムに各

地区に人口が集積しながらも最後は二極に集積してしまうことも起こりう
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るのである。

　さらに藤田の業績は，都市の発生とその階層化をやはり自己組織化の過

程に沿ってモデルで表現してみせたことである(Fujita and Mori 1997,Fujita,

Krugman and Venables 2000）。仮定された世界は, von Thunenによって提

示された一つの中心的都市とその周辺に展開する農地（農村）という地域

経済である。 Krugman の設定と異なり，農産物の輸送については費用が

かかるとされ，農民は都市に費用をかけて農産物を輸送して売却し，都市

の製造物を輸送費用をかけて居住地にもちかえり消費するのである。この

von Thunen経済は，製造物を生産する中心的都市がひとつあり，その両

側に農地が一様に採算の採れる限界となる境界（フロンティア）まで広が

っている構図であらわされる。また，労働の移動は製造業だけでなく，農

業も含めて実質賃金格差を解消するようにおこなわれるとされる。

　革新点は，製造物生産基地である中心的都市が恒常的にその経済の単一

の中心(monocentric)だりえるかということであり，地域内のほかの場所に

別の都市が競争相手として発生しうるかを採っていったことである。藤田

モデルもやはり輸送費用，製造物間の代替弾力性（ここでは表現を変えて製

造物の多様選好集中度と呼んでいる），製造物への消費性向などが，都市発生

の位相を決定する。その表現は複雑であり，簡潔な説明もむずかしいので

あるが，単一中心都市の地位を覆す条件としては，消費性向と多様選好集

中度でウェイトづけられた農産物と製造物の輸送費用の比較で，後者（製

造物）が前者（農産物）より大きく，また製造物多様選好集中度が製造物

消費性向より大きいという条件が成立している下では，労働人口が増加し

地域のフロンティアが拡大するにしたがって，製造物生産基地として都市

が地域内に発生するのであり，それもフロンティアの拡大ともに増えてい

くのである。

　さらに歴史を通じて都市，町，集落によるセトルメント上の階層構造に

は，その規模（人口）とランク（順位）の間に逆相関が観察され，その形

　　　　　　　　　　　　　　　－220－



状により大都市の集中度が判断できるとされてきた。すなわち，ｒを都市

のランクとしz。をその都市の規模とすれば，ランクｒの規模は次で

　　　　　　　　　　　　Ｉｎ ７.。＝α－βInｒ

で表されるのである。とくにジフの法則(Zipfs Ｌａｗ）はこ。＝乙1Ir で表さ

れるケースであり, a ―Irに1，β＝1の特殊ケースとなる12）。

　このような階層構造も，藤田モデルを応用することにより，説明が可能

となった。つまり，いくつかの製造物の生産を前提とし，その消費性向，

選好集中度，輸送費用がそれぞれ異なれば，とくにウェイトをつけて評価

された製造物の平均輸送費用が農産物のそれよりおおきく，また例えば

Ａ製品の多様選好集中度と輸送費用がともにＢ製品のそれらより大きい

とき，結果としてＡ製品を生産する都市はＢ製品を生産する都市より，

中央の中心的都市から距離上近いところに立地，成立するのである。

　このような都市立地を規定する要因が，各製造物ごとに顕著に異なって

いれば，全製品を製造する中心的都市から離れて，単一製品を製造する都

市や複数の製品を生産，販売するより大規模の都市が規則的ではなくても

ある秩序を持って発生し，人口の増加によるフロンティアの拡大とともに

ジフの法則を彷彿させる階層構造を自己組織的に発生させるのである。こ

れは，自発的な交換にもとづいた都市と農村の分業化過程から生まれもの

であることは改めていうまでもない。

　ところで，これらの議論は自発的交換による都市農村の自己組織的分業

化を指し示していた。しかし他方では，これも前節でふれられたように，

権力の空間的な中心としての都市（センター）の概念がある。つまり，「都

市は，巨大な権力が目的を遂行していく上で，拠点となる大規模な施設が

必要と判断したときに建設される」（藤田1993; 64）のであり，この見地か

ら捉えれば，都市を中心とする階層構造とは，自発的交換を通じて自己組
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織的に発生した現象というより，権力（その具現としての国家）によってあ

る程度主導的に企てられた，ないし誘導された制度設計の成果であるとい

うことができる。そこで支配する原理は，自発的交換よりは租税・貢物の

収入と政治的顕示的消費などの支出に代表される再分配が第一となる。

　再分配原理による集落の階層構造とは，各集落から余剰生産物を集積す

る中心地としての大集落が存在し，またその集積された余剰物資をさらに

集積するための町・都市が存在し，最終的には集積の終点となる大都市

（ないし儀式センター）が中心に成立する構造である。これは直感的にも，

ジフの法則に則った階層関係を想起させる。例えば次のような例をあげて

みる。

　最小単位の集落(vil-

lage/hamlet)が７つ集ま

ってひとつの最小のモ

デュール(ｍｏｄｕle)を形

成し，その中心に中心

集落(図４の集落ａ)が

存在すると考える13)。

ここではその最小のモ

デュールをｎランクモ

デュールと呼ぶことに

する。次にｎランクモ

デュールと同様の形式

で，各ｎランクモデュ
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－ルの中心にある集落を構成要素として形成されるモデュールを上位のｎ

-1ランクモデュールとする。この場合も同様にｎランクモデュールの中

心集落に集積されていた余剰物資は, n-1ランクモデュールにおいて中心

位置にある大集落(city/town)に集積される(図４ではｂに位置する)。この

過程は以下同じ形式でランクを上げることによってモデュールの規模を拡

大させていく。

　各集落は同一量の生産物を生産するとしてその自己消費・保留分を除い

た余剰生産物(租税，貢物)が中心集落（大集落)に集積される14)。各集落

の生産物が刄とし，それらからの租税貢納率がらとすれば，その可処

分所得(規模)こいまこ。＝(1－ら)‰である。中心集落（これをn - 1ラン

クとする)の集積分を含めた生産物は刄＋６tnyn =(1＋６ら玩であるが，

集積された生産物から派生して算出される付加価値がさらに存在するとし

よう。この付加価値率8n-X > 1を集積生産物に乗じた値が中心集落の生

産物ルIとなり. y≪-l= 8n｡1(1＋6な玩として表される。対応してその規

模はこ。｡1＝(1－ら｡1)烈｡1となる。したがって

　　　　　　　　こ。-1＝[斟｡1(1＋6ら)(1－tｎ-1)/(1－な)玩

となる。余剰物資の輸送に費用がかかり，距離に応じてその物資を輸送の

途上で費消してしまうとしよう。ｎランクにおける周辺集落から中心集

落への距離を砥＝ｊとすれば次のn-lランクにおいては図４からも

わかるように邸1＝3砥＝3jとなる。一般にはぺ＝3φ±1= 3""りとな

る(1≦i≦z7)。iランクのモデュール内で周辺集落(都市)からの(租税

・貢物)物資の輸送にかかる費用らをここでは, Sj = hd /diとし(O＜

/�≦1)，それを乗じた分まで物資は減価してしまうとする。そうすれば，
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となり，ｉランクのモデュールの中心集落(町，都市)の所得は，

　　　　　　　　　　　　応｡1= aiZî (ar--an)Zn

となる。もし税率と付加価値率が不変心＝t，　gi＝gで，輸送費用が一

定仙＝ｊであれば, ai = a = g(l＋6hf)となって，こ,｡1―a Znと簡

略化される。これを次数を上げて対数表示すれば。

　　　　　　　　　　　Inziニ(n ―/)lna + Inzn

の線型になる。図５ａの実線のようにランクが上昇すると，経済規模(所

得)が線型で拡大することになる。これを対数線型構造と以下呼ぶことに

しよう。税率が上昇すれば，点線のように最下位集落の所得が減り，傾き

がおおきくなる。

　輸送費用がかかる場合は，都市拡大率a, =(1＋6/zr3'(６))はランクと
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ともに逓減することになる（ａ,｡1＜ａ.）。したがって図５ｂのように上から

凸状の曲線として描かれる。（これも以下凸型構造と称する。）輸送上費用が

ある距離を越えると禁止的に高くなる，または威借財のように限定された

規模の物資のみが輸送可能になる場合には，あるランク以上になると経済

規模は変わらないことになり，それ以上のランクの集落経済規模は一定と

なってしまう。これは換言すると，小規模の領地（モデュール）とその中

心集落（拠点集落）で構成された都市国家もしくは首長政体が群立するこ

とを意味する。その拠点となる集落（都市）も扶養できる人口は限定され

ることになる。

　他方，拡大率α，は例では一定とされていた租税・貢物率ｔや集落数に

依存して確定していた。もし，ランクがたかくなるほど，租税・貢物率が

高くなり（またはモデュール内の構成要素が増えるとすれば）拡大率を高める

ことになり逓増になることが可能となる15）。図５ｃのように上から凹状に

なるわけで，とりわけ最高位は突出して規模が大きくなる。これは最高ラ

ンク（zz＝Ｄに大都市（首都）が成立することを意味する。これを支持す

るシステムとは，中規模の都市が租税・貢物の集積基地として機能し，そ

の物資ないし労働をさらに中心都市（首都）に移送させる役割を果たして

いることにほかならない。（以下このような形状を首座型(primate),または凹

型構造と称する）16）。

　次に最小（基本）モデュールを構成していた集落の規模について考えて

みよう。これも次のような簡単なモデルを仮定してみることにより分析可

能である。生産物をｙとし，Ｌを土地，Ｎを労働として，またインフラ

ストラクチュア（建物構造物，運河，道路，城壁など）に割くべき労働を凰
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とする。生産関数はコブ・ダグラス型を仮定して，費用ｃは労働扶養と

土地改良・維持で構成され，土地費用については費用逓増であるとする。

　Åは生産性指標を表し，またｒ＝£／（ｙ一越）を土地集約度と呼ぶこと

にしよう。純収益をR =y -cとし，その最大化をはかるように集落全

体が行動すると仮定すれば，簡単な計算により次の結果が得られる。

　この結果は，労働扶養費用c1が高くなれば土地集約度ｒが相対的に上

昇し，生産性Ａの上昇は逆の効果を持つことを示す。土地そのものは逆

に労働扶養費用が上昇するとその面積を縮小させるし，生産性上昇は逆に

拡大させる。これは一見奇異と思われるかもしれないが，労働扶養費用の

上昇は土地も労働も規模を縮小させるが，とくに労働人口の規模をより大

きく縮小させるのである。生産性上昇はその逆の効果を与える。土地改良

維持においては，このモデルでは土地集約度をかえることなく，費用c2

ないしβの上昇は土地と労働の規模を縮小させる。

　農業革命草創期にあっては自然の状況(state of nature)は決定的に生産性，

費用に影響を与えたに違いない。集落の規模拡大への誘因は，以上の分析

だけではネガティブ，脆弱であるといわざるをえない。もし，自然条件を

乗り越えて集落規模を内在的に拡大させるとすれば，生産性の上昇しかな

い。集落規模の拡大または都市化への要因には，例えば都出比呂志は国家

形成過程における政治的緊張をあげ，それに戦争の発生または脅威による

集落の防御化を主張していた(都出1997; 47-50)。これも確かにひとつの

大きな誘因である。これを無視するわけではないし，余剰生産物の収奪と
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集積化によって，大集落ないし都市はその経済権力をもって防御化を実現

することが出来る。これで都市の城塞化へのひとつの解答たりうる。

　しかしここで問題とするのは，最小構成要素としての集落の規模である。

外部からの収奪(raiding）による防御には人口を集中する方が有利であり，

それが規模拡大のひとつの要因になることは否定しようがないであろう。

しかし，もうひとつ考えるべき要因がある。それはインフラ整備による生

産性向上の効果である。具体例として，ある環境の下では小規模の労働投

入より大規模の労働投入とその後のメンテナンスによって運河と耕地の整

備を大規模に実現することが出来る。また収穫後の穀物の管理と防御も城

壁の建設により可能となるであろう。明らかに耕作可能な土地は潜在的に

豊富である乾燥地帯のような環境の下では，水利の整備による規模の利益

が働きうるのである。この状況は次の図６によっても例示しうる。

　インフラ整備のメンテナンスに割かれる労働の差異が生産性に大きく影

響するとすれば，最適となる集落規模は明らかにそれによって違ってくる。

しかし，図６の場合には，２つの集落規模が描かれているが，純収益の小
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さいケースから大きいケース(Ｎ＊からＮ－･)へ自然に移行するわけではない。

移行が可能であるには集中化への誘因となる事件が必要であろう。政治的

緊張ないし外部からの侵略への防御などがひとつの要因となろうが，自然

条件の変化により小規模集落の経済基盤が脅かされる場合も，集中化によ

り全体の生存をはかるという戦略を選択させるという誘因になろう。理論

上，どちらが決定的であるということにはいかないのである。

　さてこの節で述べてきた議論の最後として，初期国家を構成する以前の

前国家的(pre-state)状態を概念上整理しておこう。これは，首長制とは何

かという問題に再度戻ることを意味する。このことについて空間的アプロ

ーチ上有効な概念としてとりあげるのは, C. Renfrew (1975,1986)によっ

て提唱された初期国家モデュール(early statemodule [ESMl)である。首長

制の特徴を示したものであるが，初期国家が統合による政治的制度変革で

あるとするならば，その前段階の首長制において初期国家の形成を準備す

る要素がＥＳＭであるとする。首長がその直接の権威・権力を外部に行使

する範囲にその領域(ＥＳＭ)が決まり，小範囲の領域で構成されたESM

が数多く広範囲に分布するという特徴は，次郎で示すように世界の各地に

おいて観察される。

　ＥＳＭの範囲は，首長の使者が一日の行程で往復できる領域に限定され

ると想定されている。提唱者のRenfrewによれば，中心から片側20km

とし中心の間は40kmとなり，その面積およそ1500k�がＥＳＭの標準

的な領域となる。これはおよそ一日で往復できる範囲である。 C. Spencer

もこのことを明示的に指摘し，一日10時間行程で時速5.6kmとして直径

56kmの領域(2463km2)を推定している(Spencer 1982;6-7,1990;7)17)。同
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じようにG. Johnsonも中東の平地での一日行程時間を比較し，約40km

を出しているが，これから半径20kmが一日あたり直線距離での最大行程

であるとして，センターからの直接支配の最大範囲であろうと述べている

(Johnsｏｎ1982;415, 1987; 115)。

　C. Renfrew (1975)の着眼点は，この群立するＥＳＭを相互に反応させ

るまたは同調させる要因として交易をあげ，それは財の交換のみならず，

政治，文化，技術，イデオロギーも含めた情報フローをネットワークとし

て形成し, ESM間の活動を連鎖的に(Price (1977)にょればクラスター(clus-

ter)として行動させ)伝播させていたと考えたことである。首長制の領域が

このような支配の機能分化の限界に制約されてある範囲(例として20km半

径)に留まらざるをえないとすれば，先にふれた再分配システムによる租

税・貢物モデルからもたらされたランクと経済規模の関係は，輸送費用の

大きさにまず大きく左右されることになる。輸送費用の壁はとりもなおさ

ず，支配・管理に必要とされる情報フローの届く限界をも示唆していたわ

けである。それゆえにこそ, RenfrewはＥＳＭの共生と競合状態の継続性

を｢同列政体間作用(peer polityinteraction)｣として提唱し，改めて首長制

組織のあり方を提起したのである(Renfrew 1986)。

　そして，このようなＥＳＭの段階から初期国家への形成に段階を変えて

いくときに, J. Marcusが提示した｢動態モデル｣はきわめて興味深いも

のに映ってくる。彼女は民族誌学者R. Roysが後古典期のユカタン半島

のマヤ政治組織について３つのタイプが観察されることに触発されて，マ

ヤ都市国家が盛衰を繰り返す過程を都市間の相互結合の変動モデルとして

説明しようとした(Marcus1993)。Marcusの場合は高位都市の首長層との

婚姻関係などを通じて下位の都市のランクが変化し，中心的都市との紐帯

が深まり求心化か進んだり，逆に疎遠，独立化することにより解体化か生

じたりするとしていた。初期国家モデュールがどのような原理で統合化さ

れて，その求心的構造がいかにして堅固なものに工夫されるかは，国家の
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形成を議論する際に見逃せない部分である。

　国家がH. Wrightが定義するように外部的にも内部的にも統治上の分

業体制を備えているものとすれば，初期国家のまさしくモデュールとなる

べき首長制領域の統合化は，空間的な支配上の壁を超える統治システムの

変化として理解しなければならない。国家がまた権力の制度化の一形態で

もあるとすれば，さきに述べた３つの権力の源泉（イデオロギー，軍事，経

済）を統合する機構も中心となる地に成立していなければならない。首長

制が基本的に２層（場合にょって３層）構造であるのは，初期国家モデュー

ルを統合する権力行使の機関を内在化できなかったためであり，国家にお

いて中間にさらに階層を形成するのは，これら３つの権力の代理機関（神

官，軍隊，官僚）が形成されたからであり，それらを運営する人材を供給

する集団が培われたからである。

　ただ実際の初期国家モデュール統合のあり方についてはさまざまなケー

スが考えられる。これについては，形成期の実際の例を追うことによって

確認するに如くはない。幾つかの地域の事例を筆者の理解している範囲で

次に示すことにしたい。

　4.事例

メソポタミア

　農耕の始まりと展開の主要舞台であったレヴァントや北部メソポタミア

から中部メソポタミア（サマラ文化）を経て，ユーフラテス・チグリス両

河に囲まれる低地沖積地帯（南部メソポタミア）に集落を形成し始めるのは，

紀元前６千年紀後半からとされている。この文化はウバイド文化と呼ばれ，

ウバイドＯ期から４期まで時期区分（ｃ.5500~4000B.C.)が設定されている18）。
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ウバイド２期までは遺跡が南部メソポタミアに限定されていたがウバイド

３期(4500B.C.頃)以降になると遺跡数は飛躍的に増大し，北部メソポタ

ミア，北シリアに広がり，周辺の地域に広範囲にわたってウバイド文化が

拡散するようになる。

　続くウルク期(ｃ.4000~3100B.C.)は，基本的にウバイド文化を受け継いで

いるが，大きな特徴は人口が増大して都市が形成され人が集積していった

ことである19)。都市中心部の高台に大規模で隔絶した神殿が複合的に建築

され，都市の中枢部として宗数的儀礼のみならず，経済的活動の場として

機能していたといわれている。

　実際，トークンやブッラならびに円筒印章，絵文字・数字粘土版で代表

される物資管理記録システムがウルク期後期(ｃ.3500~3100B.C.)になると都

市中枢部で確認されるようになる(常木1995)。これは南部メソポタミアで

大量の物資が集積され流通・分配される社会が成立していたことを意味し

ており，神殿が都市経済活動を担う中枢でもあったと考えられている（大

津・常木・西秋1997;116-17,126)。また，南部メソポタミアを中心にして物

資交換のための交易ネットワークが周辺の北シリア，アナトリアならびに

イラン高原を含む広範な地域に形成され，いわば｢ウルク世界システム｣

が後期には形成されていただろうとも主張されている(Algaze 1993)。

　南部メソポタミアの集落構造(セトルメント・パターン)については，Ｒ．
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Aｄａｍsの一連の業績(Ａｄａｍs1965,1981,Adams and Nissen1972)を見逃すこ

とができない。以下ではAdamsの成果と彼の資料をもとに集落のランク

と規模の関係を分析したFalconer and Savage (1995)の結果に拠りながら，

南部メソポタミアのウルク期から初期王朝Ｉ期(ｃ.2900~2600B.C.)までの集

落構造の推移を紹介したい。

　南部メソポタミアの中心地はユーフラテス・チグリス両河に囲まれた低

地沖積地帯であるが，調査対象となった地区は低地の南部地域で，ニップ

ルNippur,アダブAdabを中心とした北部地区とウルクＵrｕk(現ワルカ)

を中心とした南部地区に分けられる。さらに後背地と称してチグリス河と

ディヤラ河が合流するエシュヌンナEsnunna (現テル・アスマル)，トゥトゥ

ブＴｕtｕb(現ハファジエ)を含むディヤラ地区も調査地区に含まれている。

(図7)

　Ａｄａｍs(1981)では，北部・南部地区のセトルメント・パターンがウル

ク初期・中期以降にわたり，それぞれ図示され，対応した集落のランク・

規模の分布図が掲載されている。分布状況からウルク期初期・中期では北

部地区で旧河川水路に沿って幾つかの拠点都市が存立し，河川を通じて相

互に連絡するように中小の都市・町・村落が数多く分布していた。どちら

かというと，ユーフラテス河沿いに大規模な都市が立地し，チグリス河沿

いには規模の小さな都市・集落が分布するという構図がみられる。他方，

南部地区ではウルクが圧倒的に規模の大き,な都市として存在し，第２位以

下の都市は規模が小さく，むしろ村落規模の集落が多数分散するという構

造になっている。

　ウルク期後期になると，人口全体が北部から南部地区へ移動したかのよ

うにパターンが大きく変化している。北部地区では上位の都市に集積し，

中小の都市・村落が衰退，消滅している。逆に南部地区ではウルクの突出

した規模に変化はないが，中位の都市・集落が発達し，階層構造がより正

規の形にちかづく傾向がみられる。このような北部・南部地区の集落パタ
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図フ　南部メソポタミア(ｃ.3200~1600Ｂ.Ｃ.)遺跡と紀元前３千年紀推定水路
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－ンの傾向は初期王朝期にはいっても変わらず，むしろ全体としてはウル

クの突出度はさらに高まったといえる（Ａｄａｍs1981;85）2o）。

　ランク・規模からみた階層構造は, Falconerand Savageによって統計

的な解析がおこなわれている。対数線型構造からえられる数値を基準（期

待）値とし，それと観察値との乖離の最大幅を計る統計値を算出し，かつ

対数線型構造からの乖離が統計的に有意かどうかをモンテ・カルロ法によ

って算出して，３地区の階層構造を分析したのである。

　結果は，南北地区全体では集落パターンならびにランク・規模分布図か

ら直感的にえられる結果とほぼ一致したものであった。南北地区全体では，

ウルク期初期・中期は凸型構造であり，後期は対数線型，初期王朝工期は

首座型構造であった。しかし，地区ごとに分けると，北部（ニップル）地

区は一貫して凸型構造であり，その乖離度は時期を経るほど大きくなって

いる。これは高位都市以外の低位集落が消滅していく傾向が一貫して続い

たことに対応する。南部（ウルク）地区では一貫して首座型であった。と

くに初期王朝工期の突出度はきわめて高かった。対して，後背地と称され

たディヤラ地区は，ウルク期全体と初期王朝期が比較されており，ランク

・規模分布図からは一見凸型構造が認識されるのであるが，統計的にはそ

の乖離は偶然的なものであり，両時期ともに対数線型であると判定された

のである。

　これらの結果は，ウルク期初期・中期においてすでに幾つかの中心とな

るセンター（都市）が存在し，とくに北部では河川に沿ってネットワーク

－234 －



を形成するように都市・集落が立地していたことを示している。凸型構造

はセンターというべき中心的都市の並立状態を示していたのであり，この

状態は初期王朝期に入ってからも変わらず，むしろ中心都市に人口が集中

するという特異な都市化(urbanism)を示していたのである。対して南部地

区は，ウルク期初期・中期においてすでにウルクが大都市として突出して

おり，ウルク期中期から後期への分布の変化は，ウルクの後背地として下

位の都市・集落が上流域に出現し，都市，集落間のネットワークが後期に

成立したことを意味している。(図8, 9)

　初期・中期と後期の対称的な変化は，ひとつには政治的環境の変化が考

えられるが，それとともにユーフラテス・チグリス両河川の水路の変化と

それに伴う気候・風土上の変化が寄与しているのではないかと思われる。

ところが，最初に王国が生まれたとされる初期王朝期前半(紀元前３千年

紀後半)になると，ウルクの後背地でも町，村落が消滅していき，都市へ

の人口集中化と田園地帯の人口減少が同時に進行するという状況が強化さ

れていった。その中でウルクが大都市として南北地区全体でも突出した存

在になっていたのである(Adams 1981;87,Falconerand Savage 1995;47)。

　対称的に後背地とされたディヤラ地区では，対数線型構造で一貫してい

たことは，この地区の都市・町が繁茂する村落の系列のなかから出現した

ことを意味し，その系列も突出した都市をうみだすのではなく，線やかに

統合された都市・町・村落を生み出すものであったということである。こ

れは田園地帯を後背地にした均衡した都市化パターンを示しており，中心

都市に人口集中した中心部の集積型とは対照的な違いを示していたといえ

る(Falconerand Savage 1995;48)・

　Wright (1986)によれば，メソポタミアは次のスシアナ(西南イラン)地

方と同調してウバイド期において人口のピークをむかえるが，階層構造は

基本的に２層であり，首長制社会を推測させるものであった。ウバイド期

終末になると人口の滅少がみられ，ウルク期に入って再び人口が増大し始
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図９　ウルク期後期ウルク（ワルカ）地域の集落システム
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める。階層構造も３層以上に発達し，ウルク初期には南部メソポタミアに

おいて国家が形成される。交易ネットワークに象徴される｢ウルク世界シ

ステム｣の構築とそれを維持する流通・保管・再分配管理体制の存在か

ら，４層ないし５層の階層構造ができていただろうと推測している。

　セトルメント・パターンからの分析結果と前節でふれた国家形成の基準

に照らしあわせると，次のスシアナ地方のケースがそうであったように，

ウルク期初期・中期には少なくとも北部地区において競合しながら交易上

互いに連繋しあう，順位のついた都市国家群が形成されていたと考えるこ

とができる。ウルク期後期には今度は南部地区のウルクを頂点としてやは

り交易網で繋がった都市国家群が認識できる。しかしウルク期の高位の都

市がその他の都市・集落を直接支配して統一国家を形成していたかは疑わ

しい。むしろ幾つかの中心的都市に収束して，集積の効果により生産性を

あげ，首長制の段階を超え都市国家の体裁を整えていったというべきであ

ろう。個々の中心的都市国家の領域はＥＳＭの範囲に留まるものであり，

おそらく交易関係，文化的紐帯，宗数的権威により全体として連繋しあっ

ていたと考えられる21)。

　ウルク期終末には広域の交易ネットワークが一時崩壊し，田園地帯の衰

退をともないながら，都市集積化がウルク期後期から初期王朝期前半まで

続く。この間ジャムデト・ナスル期から初期王朝Ⅰ期にかけて遺跡数が減

少し，人口が減少したと推測される(Wright 1986;333-34)。文献の上では初

期エ朝時代(ｃ.2900~2350B.C.)に都市国家の間で競争が熾烈化し，戦争状態

にも陥り，王権の伸長が保されたとされている。セトルメント・パターン

の分析からえられたメソポタミア中心部の特異な状況は，このような抗争

－238－



時代の特殊状況を反映したものであるとすれば，これは国家形成期とは別

の時期を画す，都市国家間の覇権を競う王権の展開期であったということ

になろう。

スシアナ（南西ィラン）

　スシアナ平原（イラン・フージスタン地方北部）は，ザグロス山脈の西南

麓にあり，カルン，デズ，カルヘの各河川が流れ，耕作可能な降水量と灌

漑により古くから肥沃な地域として知られてきた。メソポタミア平原とは

湿原帯と砂漠に遮られ，直接には通行が出来ないが，ザグロス山脈沿いに

北行迂回してメソポタミアとは交流していた。スシアナ地方はまたメソポ

タミアとイラン高原を結ぶ中継地でもあり，木材，各種鉱産物の産地と結

びつき，交易を通じて文明形成期からルートが出来ていた。この地方の歴

史時代はエラム（Ｅｌａｍ）王国として，ウル第３王朝と同時期の紀元前22世

紀には始まっていたといわれ，以後，古王国，中王国，新王国時代と続き，

紀元前７世紀末にはメディア王国の支配下に入って，その独立を失ったと

される（小川・山本1997; 85-92)。

　考古学上は，メソポタミアの影響を大きく受け，紀元前４千年紀の時期

区分がスシアナ地方にもほぼ適用されている。ここでは, G. Johnsonの

研究成果を紹介する形で，国家の形成が推測される時期，紀元前４千年紀

に注目していく。南西イランの紀元前四千年紀の考古学区分は, Wright

and Ｊｏｈｎsｏｎ（1975）によれば，スシアナｄ期，スサＡ期，スサＡ終末期

（以上はウバィド４期（終末期）に相当する），ウルク期初期，中期，後期，前

エラム期（ジャムデト・ナスル期に相当する）に分けられる。初期（スシアナ

ｄ期）には大集落(large town)は現れず，1000人を越えない小集落のみで

あった。スサＡ期には平均1.2haの小集落でほとんど構成され，唯一例

外はlOha規模をもつスサだけであり，２レべルの階層しかなく，スサと

その他の小集落間には物資の移動はあっても必要最小のものであったであ
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ろうとされている。スサＡ終末期になると, 1.2haの小集落と5haの小

センターからなる３～４の集落クラスターがみられるようになるが，おそ

らく国家的組織はまだ存在していなかったと考えられている。しかもこの

時期は一時的な人口上の崩壊に曝されてもいる(Wright and　Johnson 1975;

273, Wright 1986; 327-29)・

　各小集落が統括的に管理され，そのための仲介的管理センター(interme-

diate subsidiary centers)が形成され，周辺から中央へ物資移動，管理センタ

ーにおける陶器・工芸品の一元的生産，中央と地方との物資管理に関する

情報システムの整備などがみられるようになるのは，ウルク期にはいって

からとされ，特にウルク期中期にはスサを中心とした３～４レべルの集落

階層が成立していたと推定されている。つまり，この時期にはスシアナ平

原に広域の国家が成立していたということである。具体的には，スシアナ

地域は東西両地区に分けられ，ウルク期初期には西部地区で２つの大セン

ター（スサSusa,アブファンドゥウエAbu Fanduweh)が成立し，再分配シス

テムを形成しており，とくにスサ周辺地域はスサの都市としての突出ぶり

がすでに現れていた。他方，東部地方は小集落が広範囲に分布し，求心と

なる大センターはまだみられなかった。

　中期になると，全体の人口が増加し，東部地方にも大センター（チョガ

ミシュChogha Mish)が生まれ，そこを中心にして規模とランクに関し対

数線型に近似した階層構造が形成されていた。スサの人口は5000人ほど

になると推計され，また小センターのみならず村落規模の管理センター

(village-sizeadministrativecenter)も存在し，スシアナ平原全体にわたる流通

・管理網がウルク期初期末から中期には形成されていたとされる(Wright

and Ｊｏｈｎsｏｎ1975;280-81, Johnson 1987; 117-122) (次の図10参照）。遺跡の規模

から人口と生産物の大きさを推定して，スサの都市としての膨張が西部地

区の非生産者人口を増大させ，その結果食糧需給バランスが西部地区では

崩れ，東部センター（チョガミシュ）から西部センター（スサ）への必需物
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資の移送が必要になったであろうと推測している（Johnsｏｎ 1987;120）。

　ウルク期後期になると，人口が減り，東西地区間に紛争が発生した可能

性がある。ひとつは東部センター（チョガミシュ）のスサからの独立であ

ろう。20km半径というＥＳＭ相当の領域でみれば，スサとチョガミシュ
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の間には20km半径以上(28.56km)の距離があり，分離したＥＳＭをそ

れぞれ形成できる範囲をもちうる。スサとアブファンドゥウエ間は12.27

ｋｍであり，スサの支配を受け続けていた。一方的な物資の移出という状

況に不満が噴出して，抗争・独立化が起こったのであろう。センターから

20km半径内に重複するエリア(境界)ではウルク期中期には14の集落が

存在していたのが，後期には11集落が放棄されたと述べている(Johnson

1987;125)・

　スシアナｄ期からウルク期後期までに至る紀元前４千年紀のスシアナ

平原の遺跡面積ないしそれによる推定人口の推移については，主要なセン

ターが存在しなかった分散型のスシアナｄ期において高い数値を示し，

スサＡ終末期へ至って大きく減少し(崩壊といってもよいかもしれない)，

ウルク期初期に元に戻り，中期にピークを迎えて後期にまたおおきく減少

するという動きをみせていた。

　国家形成が, H. Wrightが定義するように，首長制を象徴した初期国家

モデュールＥＳＭ単位をを越えた，管理・情報システムという内部機能の

分化を備えたＥＳＭの統合化に見出すことが出来るのであれば，ウルク期

中期にはその内部機能分化と地域統合化という現象をみることができる。

国家形成の契機のうち，人口過剰説，長距離交易説が有力候補としてあげ

られるが，このスシアナのケースでは国家形成は人口減少の後に起きてい

たことで，また長距離交易は国家形成がなされたとされる中期の後の後期

になって活発化していたということでそれらの説得力は失っている。紛争

または戦争も国家形成後に発生し，むしろ統合から分裂へと状況を変化さ

せていた。Cameiro (1970)によって唱えられた，人口過剰を契機とした戦

争の勃発が国家形成の引き金になるという制約説(circumscriptiontheory)の

適用は，スシアナの場合には納まりが悪いといわざるをえない(Wrightand

Johnson1975;276-79)。
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エジプト

　エジプトの国家（紀元前3000年頃の初期王朝）成立について, R. Allen

（1997）はエジプト固有の特徴があったと述べている。第一に国家は人口密

度（人口圧力）の低い時期に成立している。第二にエジプト文明は都市文

明でなく農耕文明である。第三に農耕社会の成立から国家成立までの期間

が中東より短く，1000年ほどである。第四に領土が広域である。

　エジプトに農耕中心の生業形態が現れるのは，紀元前6000年以降とい

われ，主要な作物と家畜は中東から導入されたといわれる。しかし狩猟採

集に依存する割合はまだ高かったとされ，生業として農業がナイル河畔に

定着するのは，紀元前4000年以降ナカダ文化が上エジプトに出現し，ナ

イル河畔全体に広がってからである。ナカダ文化（4000~3000B.C.)はⅠ期，

Ｈ期，Ⅲ期と区分されるが，ナカダⅡ期になってエジプト特有の灌漑農耕

が始まり，各地に大型の集落（町邑）が出現する。墓の規模，副葬品の格

差から階層分化が窺われ，交易が活発化し，レヴァント・メソポタミアと

の交流も深化していたといわれる。ナカダⅢ期になると下エジプトに拡大

し，それまで存在していた文化（マァデイー文化）にとって代わるのである

（大貫・前川・渡辺・屋形1998;382-87,高宮1998）。

　先王朝時代というべき農耕社会がこのナカダ文化の時期にあたるとすれ

ば, Allenがいうように1000年ほど時間を経て統一国家（初期王朝）が成

立したことになる。またナカダ文化では各地に町邑ができ，貯溜式灌漑が

おこなわれる地方の領域が有力首長層のもとで形成されていた。首長層の

間では交易が活発におこなわれ，後にノモスと呼ばれる地方単位の原型が

初期国家モデュールＥＳＭに相当するものとして，ナイル河畔沿いに縦列

に形成されていたと推測される22）。農耕型村落の形成が上エジプトにまず

－243－



展開したのに対し，下エジプトはデルタ（河口）地帯の風土から人口密度

の低い「低開発」地帯であった。デルタ地帯の開発はプトレマイオス朝時

代まで終わらなかったのである(Butzer,1976; 83,94-96)。

　初期王朝はナカダ文化の拡散の後に人口密度の高い上エジプトからナイ

ル河を下るように下エジプトヘと統合を進めていったといわれる。ナカダ

Ⅲ期の上エジプトには，アビュドス，ナカダ（ヌブト），ヒエラコンポリス

（ネケン）の町に巨大な墓が存在しており，３つの有力な首長連合（ティス，

ヌブト，ネケン）が隣接して存在していたと推測されている。おそらく紀

元前3000年頃に３つの有力首長連合の間で覇権を競って最終的に統合を

果たし，強力な原王国が誕生したとおもわれる。そしてこれがエジプト統

一の推進母体になったと考えられている(Kemp 1989;31-35,44-45,高宮

1998）（図11）。

　Allenは国家形成には，エジプト（ナィル河）の地理がおおきな役割を

はたしていたと述べている。これはCameiro (1970）の制約説の応用なの

であるが, Cameiroはペルーの事例を念頭におき，砂漠に囲まれた渓谷

地帯に人口圧力が働いて土地をめぐる紛争が起き，最終的に戦争を通じて

国家が形成されると考えた。しかし，この人口圧力説はエジプトには当て

はまらないという。ナイル河畔の外は砂漠地帯であり，その意味で囲い込

みの条件は成立している。しかし，ナイル河周辺全域では未開発地帯が十

分にあり，むしろ必要であったのは労働の確保だったと主張する。ナイル

河沿いに首長連合が統一されて，エリート層が取り込まれていくことによ

り，一般成員（農民）をそれぞれの土地に束縛し，生産物を搾取すること

がエジプトでは容易になる。デルタ未開発地帯への自由な移住を制限させ，

開拓は国家もしくはエリート（旧首長）層レベルでおこなうことにより，

租税・徭役の賦課が同時に可能になるのである。これが短期間に広域にわ

たる統一国家が形成された動因であったのである(Allen 1997;146-49)。
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図11　エジプト初期(第１)王朝成立直前の原王国・首長政体の推定分布図
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メソアメリカ

　メソアメリカは地理上メキシコ北部からホンジュラス中央部まで包括す

る地域であり，とりわけメキシコ盆地，オアハカ谷，マヤ低地というそれ

ぞれ独自の文明が発達した３つの地域に焦点をあてていくことにする。前

二者はメキシコ高原地帯にあって山地に囲まれ，気候は準乾燥であり，不

規則な降雨に苛まれるという点で共通しており，生産性向上には灌漑など

の工夫が必要である。後者のマヤ地域はユカタン半島を中心に低地の北部

・中央部地域，高地である南部地域に大きく分けられる。環境も北部地域

はサバンナで乾燥しており，中央部地域は熱帯雨林とサバンナでおおわれ，

自然生態系は多様である。南部地域は2000メートル以上の（活火山を含ん

だ）山脈が連なり，高地特有の生態的多様性があり，とくに威信財に必要

な天然資源（黒曜石，ひすい，石材，鳥の羽など）が豊富である。

　都市化ないし国家形成が農耕中心の３つの地域で形成され，威信財に必

要とされる重要物資を周辺ないし遠距離の産地から交易により入手せざる

をえなかったという点で，３つの地域は共通した背景をもっていたともい

える。しかし，その生態的環境はメキシコ高原地帯とマヤ低地地域ではま

ったく異なっており，それぞれの首長制ならびに国家形成のありかたも異

なっていたというべきである。

　首長制(chiefdom)にはどのようにしてビッグマンのようなカリスマ的性

格から世襲的な体制に定着化させていったかという大きな問題があるが，

ここでは主題となる首長制から国家への過程に併せてその過程の多様性に

注目したい。 G. Feinmanは高原地帯の６つの地域（メキシコ盆地，モレロ

ス谷，オアハカ谷，キカトラン谷，タマスラパン谷，エフトラ谷）をとりあげて，

その首長制，国家形成の過程の違いを比較している。とくにそのうち比較

的面積の大きい３つの地域（メキシコ盆地，オアハカ谷，モレロス谷）を注目

してみると，先古典期初期（1500~1000B.C.)の中ではその集落構造は小規

模・分散型であり，違いがなかったが，初期の終わりになるとモレロス
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（アマチナック流域）のチャルカツィンゴChalcatzingoとオアハカ谷のサン

・ホセ・モゴテSan Jose Mogoteのように集落の集中化（センター）が発

生してくる。この後中期（1000~500B.C.)においても，この２つの地域は中

心センターの建造物が洗練・巨大化していき，特定のエリート階層が財，

情報の獲得を志向した他地域との長距離交易に従事していく点で共通の現

象がみられたのである。先古典期中期から後期（500~200B.C.)になると，

より小さな地域であるタマスラパン谷，キカトラン谷でも中心地が生まれ，

小集落は中心地周辺に集積(cluster)化していき，この傾向はテワカン谷，

エフトラ谷でも見られるとしている(Feinman 1991;256-59)。

ａ）メキシコ盆地

　大地域であるメキシコ盆地（7000km2）は，中心に３つの湖が存在して

不規則な降雨量，霜害の危険性などという自然生態的な制約をうけている

せいか，集落の展開は先古典期中期まで分散的であり，その生業形態は自

律的でありつづけたといわれる(Steponaitis 1981;358)。中心センターの成

立と集落の階層化はようやく後期に３レペルの集落階層が生まれ，終末期

（第１中間期第３局面, 300~100B.Ｃ.）になって４レべルの階層が観察され，

大きく４つの大センターが成立していたとしている(Blanton et al.1981;

128,Steponaitis1981; 352）（次の図13参照）。そのうちとくに湖をはさんで盆

地の南西と北東に巨大センター，キキルコCuicuilco,テオテワカンTeo-

tihuacanが成長した。４つのセンターから推測される領域はほぼ20km半

径に区分され，初期国家モデュールＥＳＭのごとき領域が生まれたものと

思われる。最終的には２つの巨大センターが他の２つのセンターを支配下

にそれぞれいれたものとされている。次の第１中間期第４局面（100B.Ｃ.~

Ａ.Ｄ.100）になると，シトリXitli山の噴火により，キキルコは溶岩により

多大な影響を受け，最終的には消滅したとされる。その後の展開は，テオ

テワカンヘの人口の集中（強制または環境悪化による移住であろうか）がみら

れ，いわゆる太陽と月の神殿で代表される巨大な神殿と構造物を配した都
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図13　メキシコ盆地先古典期終末期の首長政体間境界（仮説）図

市が形成され，また周辺には都市を扶養する農地の大規模な開発が進行し，

国家形成とその展開が以降みられることになる23)。
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b)オアハカ谷

　オアハカ谷では，先古典期初期後半(サンホセSan Jose期，1150~85OB.C.)

にはサン・ホセ・モゴデSan Jose Mogoteが中心センターの地位を形成

していた(Blanton et al.1981; 57)。オアハカ谷はＹ字型をしており，そ

の北部エトラEtla地域の中心部にサン・ホセ・モゴテが立地していた。

Ｃ. Spencer によればその位置は28km半径内にエトラ地域をカバーし，

一日行程の範囲に納まると述べている。 ESM の空間的条件をみたし，首

長制成立を窺うことができる(Spencer 1982; 23, 1990; 17)。そのサン・ホ

セ‥モゴテからモンテ・アルバンというオアハカ谷の中心部丘陵地にセン

ターを移すのは，後期(モンテ・アルバン第１期前期, 500~350B.C.)であり，

一日行程範囲をオアハカ谷全体に最大限に拡大する意図がその地理的位置

から推察できる(次の図14を参照)。

　また周辺の丘陵地には灌漑施設が施されて耕地の開拓が押し進められ，

多毛作により生産性の向上がはかられている。第１期後半(350~200B.Ｃ.)

にはモンテ・アルバンの防壁が築かれ，また陶器生産の管理集中化が企て

られて陶器の標準化が進んでいく。総じて中央センターと下位の管理セン

ター間の情報と物資の交換が進化していくのがこの時期であり，人□もひ

とつの頂点を迎えることになる。第１期後半から第２期(200B.Ｃ.~Ａ.Ｄ.200)

までには人口許容量の限界近くに人口が増加し，オアハカ(サポテカ)エ

リート層の戦略は内部志向から外部志向へ転換することになる24)。つまり，

武力ないし外交による帝国主義的な政策がとられるようになり，近隣地域

(例えばキカトランCuicatlan谷の征服・支配が当該地の発掘，センターの記念構

造物の装飾版などの内容から窺うことができる(Spencer 1982,1990))への支配

地域拡大ないし影響力の浸透は，首長制の空間的領域をはるかに越え，Ｈ．
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図14　先古典期後期オアハカ谷拠点集落組織の想定図

Wrightの基準となる外部的機能分化のみならず，領土の統治と管理，租

税貢物の管理を統括する政府機構の成立が推測されるのである(Spencer

1990;18)o

　自律的，分散的集落の展開を経て人口増加と中心センターの成立へ発展

していくという首長制ないし国家への移行が早かったのは, G. Feinman

の比較分析によれば，最大規模を誇るメキシコ盆地ではなく，それより面

積の小さいオアハカ，モレロス地域である。とくにオアハカ谷では(紀元
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前200年前後の）モンテ・アルバン第１期後期から第２期の時期に国家が

形成，拡大しており，それもCameiroの制約説(circumscription　theory)と

は逆に人口密度の低い状況から政治的分化（首長制ならびに国家）が発生し

ているとのべている(Feinman1991;259)。さらにFeinmanは次のような言

葉も付け添えている。

　「平均より少し大きいか，特殊な建造物をもっていたか，または地域内

共同体の差異が最小である時期に歴史的な優位性(precedence)をもつよう

な集落が最終的に地域の『中心地』になる。この節目の地の発展と新興セ

ンター周辺の人口集中とが期を一にしているのはすべての地域でみられる

ことである。さらにそのような集落間の差の発生とともに，外部地域との

交易関係が明確に移行し，かつ領域の境界化か活発化している。地域セン

ターに居る（特定の）集団がそれまでオープンであった外部との交渉の大

部分を占有・支配するようになるのである。」(Feinman1991;260)

ｃ）マヤ地域25）

　マヤ地域南東部（コパン谷，ラ・エントラーダ）には紀元前1100年頃にな

って農耕民が定住し始めただろうと推定されており，その起源としてはメ

キシコ・チャパス州低地かグアテマラ北部高地が有力視されている。先古

典期中期後半(650~400B.Ｃ.）にはマヤ中部地域でも居住地域の拡大が起こ

っていたとされている。この先古典期中期は，マヤ地域全域で定住村落の

確立のみならず，階層化が進行し，その後の都市成立につながる時期であ

ったといわれている（中村1999;39-42)。

　先古典期後期になると，まずその初期（紀元前400年頃）から南部地域の

イサパ，エル・バウル，カミナルフュが中心地となって石彫文化を発展さ

せていく。また中部地域では後期にはエル・ミラドール，ナクベその他の

都市が成立していたことがわかっており，とくにエル・ミラドールは南部
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地域の諸都市よりも大きく複雑であるといわれ，その巨大な建造物のみな

らず，出土の黒曜石の一部がメキシコ高原地帯産であることもあって，広

範な長距離交易がおこなわれていたことが推測されている。しかし，エル

・ミラドール，ナクベなどといった都市は古典期へは存続せず，衰退して

放棄されてしまう。

　このように中部地域，南部地域，南東部といった地域が時期的なずれが

あったとはいえ，先古典期中期から社会の階層化を進行させ，後期には人

口増大化とともにそれぞれ都市を群立させ，互いに交流と独自の文化を形

成させながら，発展していったことがわかっている。また南東部は先に発

展してその後衰退するのであるが，さらにイロバンゴ火山の噴火(175～

176年と推定される）などにより南部交易ルートが衰退し，経済的打撃をう

けたらしく，中部地域経由の交易ルートが発展し，古典期のマヤ文明成立

に貢献したのではないかともいわれている。しかし他方では，中部地域で

先古典期後期にはエル・ミラドールやナクベのように巨大都市が成立して

おり，それが古典期前に衰退に向かっていたことも考古学上示されており，

マヤ地域におけるさまざまな都市（区域）の盛衰現象が，その固有の文化

と相互の交流という複雑な関係を示しながら，古典期以前にすでに存在し

ていたことも確かなようである（中村1999; 73-74)。

　古典期前期(A.D.250~600）では，中部地域（ペテン地方）北東部のティカ

ルが中心勢力であった。ティカルは先古典期後期にかなりの勢力にあった

と考えられているが，マヤ文字の解読から王朝創始者は３世紀前半に即位

したと推定されており，その後A.D.378年には近隣都市ワシャクトゥン

を支配し，古典期前半のティカルの大繁栄期が始まったとされる。またそ

の他の地域でもカラクムル，ヤシュチラン，コパン，パレンケといった都

市で４世紀から５世紀前半までには王朝が成立して国家として独自の発展

をとげ，とくに南東部コパンにおける王朝成立は２世紀までさかのぼると

考えられている。古典期後期（Ａ.Ｄ.600~900）になると，マヤ低地において
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図15　古典期マヤ低地儀式センターの分布と国家地域想定図
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さらに新たな都市が群立し，人口の増加と文化的複雑化が進行，頂点に達

していた（図15参照）。そして終末期(A.D.800~950)になると中部地域の都

市が次々と衰退して放棄されていく。古典期マヤ文明の崩壊と呼ばれてい

る時期であり，後古典期以降中部地域にはその周辺地域もふくめて大都市

は繁栄しなかったのである。そして入れ替わるように，後古典期になると

北部地域のチチェン・イツァー，マヤパンといった都市が発展し繁栄して

いく。

　ところでこの古典期の政治組織（国家構造）については，マヤ地域特有

の多数の都市・村落の存立ならびにそれを可能にした生態的条件を念頭に

おかざるをえない。古典期のマヤ都市の間には碑文ならびに考古学上の資

料によりある特有の政治的関係があったことがわかっており，マヤ地域特

有の都市間の盛衰を説明しうるモデルが要求されることになる。この点で，

J.Marcusによって提示された「動態モデル」はこのマヤ文明の分裂統合

の盛衰現象を説明する有力なモデルであるといえる。

　Marcusは古代マヤ世界が４つの階層によって組織されていたとする。

つまり，階層として中心的大都市（１次センター），中小都市（２次センタ

ー），町（３次センター），村落があり，より高次のセンターが下位の町，村

落を統治していたとする。そしてとくにコアとなって統合性・独立性が高

い単位が中小都市（２次センター）一町（３次センター）一村落の構造であ

り，中小都市を統治する地方首長が支配統治する領域であり，その範囲は

ほぼ一日行程の範囲内に納まるとしている。すなわち，すでに紹介された

RenfrewのＥＳＭに対応する単位がマヤ地域においても中小都市を核とし

た領域として形成されていたことになる。

　中央大都市を中心に２次センターとなる中小都市が結合し，ひとつの国

家を形成する。いわば，国家は要素として２次センター（中小都市，州）

の結合体として存在しており，これはまた国家の間にある周縁の都市はど

の大都市の王家と主従関係を結ぶか，または自治的位置を維持するかの選
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択を迫られることを意味する。したがって，大都市の政治的権力・権威の

強化により大都市への求心化がみられたり，逆に新たな中心的都市の発生

により，求心力が衰えると中小都市レべルの離脱，独立化がうまれ，しま

いには中小都市の乱立状態になる(Marcus1993;164-68)。

　マヤ地域のこのような循環的な盛衰は，この「動態モデル」を前提にす

れば中心的大都市へ中小都市を結びつけるマヤ王の権力基盤とは何かが問

題を解く鍵になってくる。これについて中村（1999）は「封建的主従関係」

と「政治・宗数的権威」の２つの立場を紹介しているが，どちらかという

と後者の考えの方を強調している。「つまり古典期マヤ社会は王の政治的

・宗数的権威によってなりたっていた社会で王の経済的基盤はそれほど強

くなかった」として，それぞれの王の国際的・対外的権威を誇示して権力

基盤を補強せざるをえないとする。そのために各都市の支配者層間に相互

関係のネットワークを形成し，政治的権威を高めるための威信財の交易や

情報交換をおこなっていたとし，とくに長距離交易は威信財の入手と権威

を高めるための重要な役割を果たしていただろうと述べている（中村

1999;243-44)。

　何故，マヤ地域でメキシコ高原地帯のような比較的集権的な（排他的な）

国家体制が形成されず，むしろ離散集合の不安定な体制をとっていたこと

については, Blantonetal.（1981）はマヤ地域特有の熱帯の環境に洽った

政治・経済戦略が反映していたであろうと述べている。これはマヤ低地の

自然環境が多様であり，対応した産物も多様であったこと，移動の自由度

が大きく交易上の関係度が高かったこと，文化的，言語的空間もそれほど

隔絶分裂化しておらず，河川を通じた広域の財・情報の相互交流が可能で

あったことが，国家領土内の閉鎖性と依存化による被支配層の従属化とい

う現象を生み出さず，マヤ住民に自律性を維持させていたとする。このよ

うな環境では排他的な垂直構造の組織はコスト上維持しがたく，市場原理

に基づいた分権的な水平的な組織が適合的になるのである(Blantonetal｡
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1981;218-21)o

中国

　中国に眼をむけて本稿の主題をあてはめようとすれば，紀元前３千年期

（新石器時代後期）に，とくに龍山文化後期（2500~2000B.C.)に集中して出現

した囲壁（ないしは城郭）集落の存在に，同時に出土する墓葬品，土器，

玉器などとならんで注目せざるをえない。この時期に属する囲壁集落はお

おきく６つの地域，すなわち内蒙古自治区，遼寧省，山東省，河南省，湖

北省，湘南省，四川省で確認されている。この他には囲壁集落の形をとっ

ていないが，墳丘墓，基壇，玉器類の構成により少なくとも首長制を想定

させる階層社会が長江下流域（良渚文化）に出現したといわれている（今井

1997,徐1998）。これまでの事例でも共通してみられたように，首長制社

会の複雑化とともに都市・集落間の階層構造が変化することが初期国家の

形成に密接に絡んでいる。歴史的に黄河中流域（中原）において，夏，殷

（商），周の王朝の成立が文献上記述され，考古学的にも少なくとも殷，周

時代遺跡の発掘確認はいうまでもなく，二里頭遺跡の発見により夏王朝を

推定させるような文化の存在が確認されている。

　まず山東地域の囲壁集落については，張学海（1996）によって集落の階

層構造が存在していることが明らかにされている。龍山文化後期の囲壁集

落17例があげられ，山東省西北部・泰山北部（現在の黄河下流域沿ぃ）に

密集して分布している。張は３つの中心（クラスター）の存在を指摘し，

教場鋪（40ha），景陽崗(35ha),城子崖（約20ha）がそれぞれ中心的大集落

となり，周辺に中小の集落群が分布することを示している。このほかに山

東省南東部，丹土・両城鎮にも大規模な遺跡の存在が確認されておりこの

地域の中心的集落になっていた可能性がある。すくなくともこの３つの中

心地域では数十haの大囲壁集落一数haの中小囲壁集落一無囲壁集落と

いう３レべルの階層がみられる。また両城鎮の調査からは４レべルの階層
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の可能性があることを中村慎一（1997ａ）は指摘している。

　長江中流域（湖北省南部・湖南省北部）については，おおむね屈家嶺・石

家河文化（ｃ.3000~2000B.C.)に属するとされる石家河遺跡を最大規模とする

囲壁集落群が発見されている。大渓文化（ｃ.4500~3000B.C.)を経て，屈家嶺

文化から石家河文化前期になると遺跡数は爆発的に増加し，急速な集落群

の形成が進んだとされる（岡村1997; 32）。大集落を形成する７つの囲壁集

落は，石家河遺跡(79ha)を除くと7～25haで規模が大きく異なる。岡村

秀典は屈家嶺・石家河文化の集落を３類型に分け，第１類型が石家河遺跡

で大規模の囲壁内外に40ヵ所の居住区をもつ複合集落と位置づけ，計画

的に形成された遺跡であるとした。第２類型がその他の囲壁集落であり，

防御機能を高めた農耕集落である。第３類型が囲壁をもたない一般の集落

である。これら３類型は石家河遺跡を頂点とする階層構造を形成し，石家

河遺跡は下位の「農業共同体が定期的な共同祭祀をつうじてその紐帯を確

認する場であり，地域内の物資と情報のセンターとして，また大紋口文化

をはじめとする外部地域との交流の拠点として機能していた」とされてい

る（岡村1997;35)。しかし，岡村は階層間の社会的格差が大きく違ってい

なかったとして，親族的な紐帯による秩序化のため，下位の集落の自律性

は高いとし，屈家嶺・石家河文化を国家の段階に位置づけることに躊躇し

ている。他方，中村慎一は石家河遺跡の規模の大きさから，もし10年で

完成させるとしたら２万～４万人の労働が必要であるとして，その政治的

組織は動員力の大きさからみて単ある首長制の段階を越えていただろうと

する。つまり親族的紐帯から脱却して構成員を大規模に動員するには，宗

教（イデオロギー）的な力を利用したのではないかと推測し，より初期国

家に近い位置づけを主張している（中村1997a; 70,1997b;43)。

　先に延べたように，河南省を中心とする黄河中流域において中原龍山文

化（王湾３期）からに二里頭文化，続いて二里崗文化（初期殷王朝）という

ように連続的な変化が中原の地で起きており，歴史時代を飾る初期王朝と
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いうべき国家が形成されていた。というのも，紀元前３千年紀後半から２

千年紀初めにかけて，いわゆる新石器時代後期に隆盛した首長制政体群に

よって構成されたとする諸文化（石家河文化，良渚文化，山東龍山文化，客省

荘２期文化）がそのピークを終え衰退し，変容していった。この中で中原

龍山文化（王湾３期）のみが連続して二里頭文化（ｃ.2000~1600B.C.)へとつ

ながり，国家形成の道筋を辿っていったのである。

　ここではLi Liｕに依って，この中原龍山文化から初期王朝のきっかけ

となった二里頭文化への移行過程を国家形成のひとつの題材であるとして

簡略に紹介する。次の図16は龍山後期の黄河中流・下流域を表している。

　Liｕは，黄河中流域の遺跡群を６つのクラスター（地域群）に分けてセ

トルメント・パターン分析の方法を使い，遺跡規模とランクの関係を分析

している。６つの地域群は，C1:陶寺，C2:三里橋，C3:伊河・洛河流域，

C4:沁河流域，C5:河南北部，C6:河南中央部の各地域である。その成果

は，６つの地域群が３種類のタイプに類型化できるということであった。

①地理的に制約されて中心太集落に求心的に続合された（首座型構造の）

高度に複雑な首長制地域システム（陶寺地域，三里橋地域），②地理的制約

は部分的であり，求心的続合度もそれほど高くない（対数線型構造の）首長

制地域システム（伊河・洛河流域，沁河流域），③地理的制約がなく，多数

の首長政体群が互いに競合し合う，分権的な（凸型構造の）首長制地域シ

ステム，という３つの分類である。とくに第３分類では主要な太集落間の

距離が約43kmとなっており，いわゆる初期国家モデュールＥＳＭの間隔

と符合する（Liｕ1996;721)26)。

　Ｒ. Cameiro の制約説(circumscriptiontheory)に従えば，第１分類（陶寺，

三里橋地域）にこそ，国家の形成が促される。しかし中国の場合は中原と
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くに伊河・洛河流域を含めた河南中央部（第３分類）において初期国家に

つながる道筋がうまれたのである。二里頭文化については，その第１期は

中原龍山文化後期（王湾３期文化）を受け継ぎ，その文化圏（第３地域群と

第６地域群）に分布するが，龍山文化後期に比べると遺跡間の距離はまだ

らになる。また洛陽平原（伊河・洛河流域）に新たな集落が進出し，より大

型の遺跡が均等に分布し網状組織が形成される。そして伊河・洛河合流点

に二里頭遺跡が出現する（大貫1997）。

　二里頭遺跡は第２期において大規模化し，第３期には宮殿址と称される

２基の大型建築基址が造営された。また青銅器が玉器とともに飛躍的に発

達し，とくに武器類が多量に使われ，さらに礼器としても青銅器が使われ

るようになる（小沢・谷・西江1999; 163)。それにあわせて，第２期以隆二

里頭文化圏は広域化し，三里橋地域群，陶寺地域群の西北部地区まで広が

り，また黄河を越え沁河地域群にも拡大している。しかし他方では，河南

北部地域群には先商文化と称される下七垣文化が分布し，山東地域には岳

石文化という山東龍山文化の後に生まれた文化が分布して棲み分けの体制

ができていた。この二里頭文化の領域の進展は，古文献に記載された夏王

朝後期の領域の変化に対応しているといわれている。夏王朝が他集団と戦

火を交え，王都を移動させたとも記されているが，これも河南中央部とい

う競合的な首長制政体群地域で領域を拡大していったことと符合する。ま

た下七垣（先商）文化は二里頭文化と並立しており，二里頭文化の拡大に

触発されて形成されたものと考えられる。二里頭文化は紀元前２千年前半，

そして殷（商）王朝の発端となった二里崗文化は後半ということになるが，

下七垣（先商）文化という形で同時に進展していたことが窺われるという

のである（Liｕ1996;275-76)。

　以上の点でL. Liuは「初期国家は孤立して存在せず，むしろ多大の相

互作用をともなった政体群体系のうちで発達して生まれた」と述べている

（Liｕ1996;276)o H. Wright が主要な文明地域のセトルメント・パターンを
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中心にした考古学的成果を紹介した後，国家は相似したセンターが密接し

て集積している限定された地域で発生していると指摘したが(Wright 1986;

357-58),それは制約説のような囲い込まれたエリア内での国家形成を意味

するより，政治的中心地が競争により頻繁に交替しうる地域を意味するも

のだとして，この中国の中原における初期国家の発生も，第３分類と称し

た分権的競争的地域群にこそ起こりえたのだと解釈すべきであろう(Liｕ

1996;276-277)・

日本

　日本における初期国家形成の議論については，近年遺跡発掘調査の飛躍

的な増加とそれによる情報の大幅な蓄積により，90年代に入り大きな進

展がみられたといわれる。考古学者間での評価は最終的に定まっていない

とはいえ，ここでは初期国家形成の有力な説を提示した都出(19991, 1996,

1998)ならびに松木(1996)，寺沢(2000)を通して，その共有される見解を

紹介して最後の事例としたい。

　一連の議論の出発点は，年輪年代法(dendrochronology)によっておもに

進展した弥生時代から古墳時代の時期区分と絶対年代の変更である27)。年

代がおおきく変更となったのは弥生時代中期であり，中期中葉の始まりを

紀元前100年ごろとし，後期の始まりを紀元１世紀初頭または半ばとされ，

いままでの通説より100年繰り上がることになったのである。呼応して弥

生時代終末期(庄内期)を３世紀前半とされた。これは，それまで北部九

州地方と近畿地方で推定されていた時期区分のずれが解消されることを

意味し，両地域間の交流と相互作用が大きかったことを示唆することにな

る。

　古代王権が成立した近畿地方を中心にして，弥生時代中期から古墳時代
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への移行段階を以下のようにまとめることができる。

　　①弥生時代中期中葉から後葉までに環濠（拠点）集落が急増して各地

　　　に成立し，石器，土器などの流通体制を支えるネットワークが拠

　　　点集落を結ぶ形で形成され，環濠集落は政治経済センターとして

　　　機能していた。

　　②弥生時代後期初頭には，環濠集落が変質してくる。石器使用の比重

　　　が減り，鉄の重要度が高まる。それに応じて既存の流通ネットワ

　　　ークが崩れ，鉄という外部に依存する資源を前提にした新たな流

　　　通システムが成立する。環濠集落内にも首長の居住する区画が作

　　　られ，一般成員との格差が一層進んでいた。

　　③後漢王朝から奴国王への金印下賜(A.D.57)ならびに倭国王の朝貢

　　　(A.D.107)は，紀元２世紀初めまでには北部九州に倭国を代表する

　　　有力な政体が後漢王朝の影響力を背後にして成立していたことを

　　　意味する。２世紀後半になると後漢王朝の混乱とともに影響力が

　　　衰退し，呼応して北部九州の政治的権威も失われ，日本列島に政

　　　治的な緊張が高まる（倭国乱）。各地（北部九州，岡山，山陰，北陸，

　　　近畿，東海地域）に独自の祭器・祭祀文化圏が形成され，首長（連

　　　合）政体群がそれぞれに成立し地域的な政治統合状態にはいり，墳

　　　丘墓の地域的変異もおおきくなっていった。

　　④３世紀（庄内期）にはいると，政治的連合が進展し，近畿勢力が瀬

　　　戸内海沿岸の首長層と連合して，北部九州勢力に対し政治的優位

　　　を獲得する。この時期，弥生式墳丘墓にひとつの祭祀用の突起部

　　　がついた前方後円墳（後方墳）の祖形が出現する。３世紀半ばには

　　　前方後円墳が（後方墳を含めて）成立し，定型化された後円墳・後

　　　方墳がその規模ならびに埋葬品（威信財）の内容により首長層のラ

　　　ンクをつける，初期ヤマト王権を中心とする政治的秩序体制が成

　　　立する。４世紀には，その政治秩序は全国に拡大し後方墳より後
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　　　円墳の優位性が確立する。

　　⑤紀元400年前後になると，前方後円墳体制は新たな段階に入る。三

　　　角縁神獣鏡を中心とした威信財と鉄製武器を中心とした威信財に

　　　象徴される政治勢力間の競合が生じ，その動乱のなかで地方首長

　　　層の交替を引き起こしながら後者の勢力に替わり，前方後円墳被

　　　葬者の絶対的優位が確立する。いわゆる「倭の五王」時代であり，

　　　対外的にも東アジア世界に積極的に出ていく時代である。

　これらの時期の集落構造に眼をむけると，地域の中核であり大規模で長

期的に継続する拠点集落（地域）がおおきな変化を示していたことがわか

る。拠点集落（地域）は弥生時代を通じて存続し，北部九州と近畿地方に

集中して出現する。北部九州は拠点地域を核とする諸地域・集落の「階層

連結社会」であるのに対し，近畿は多数の拠点集落で構成される「等質的

連結社会」であるとされる。北部九州では階層構造が前期末から中期中葉

では３層であり，中期末から後期では４層であるとする。近畿社会では前

期末から後期初頭まで基本的に２層であった（酒井2001）28）。

　北部九州地方が高位階層を有する「首座型構造」の政体を形成していた

背景には，比較的狭い平野部という地理的（囲い込み）要因，中国・朝鮮

という先進社会との対外的関係（外圧）などが形成要因として考えられる。

他方近畿地方では広域な平野・盆地に展開しており地理的制約要因が少な

いことや，縄文世界という伝統社会に隣接していたことなどが想定される

（酒井2001）。拠点集落を中心とした同質な自律的小社会が多数相互に関係
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しているという, Renfrewの「同列政体間作用」の世界が具現化してい

たといえる。ただし，近畿地方においても後期となると，環濠集落の変質

や高地性（拠点）集落の出現などが付随して，集落間の規模の格差が拡大

し，とくに池上曽根（和泉），亀井（河内），唐古・鍵（大和），伊勢（近江）

の各遺跡が突出するようになる（森井2001）。「等質的連結社会」とされた

近畿地方にも律令割下の国に匹敵するような政治圏が形成されていたこと

を窺わせる。（図17）

　そして３世紀前半（庄内期）になると環濠集落の環濠がうめられ解体し

ていく。寺沢薫によれば，共同体から階級的に成長した首長が居館を設け，

一般成員が環濠で防御し続けることを嫌って環濠を埋め環濠集落を解体さ

せたというのである。また呼応するように，奈良盆地に初期ヤマト王権の

王都とされる纏向遺跡が突如として出現し，３世紀初めから４世紀前半ま

で繁栄したといわれる（寺沢1998; 141,150-52)。

　都出比呂志は，前方後円墳体制成立後，弥生環濠集落の解体と首長居館

の出現に象徴される社会階層の分化，王都（纏向遺跡）の出現と前方後円

墳・威信財を媒介にした大王と地方首長の政治的秩序，租税・徭役制なら

びに強制力をもった権力機構の成立，鉄を中心とする必要物資流通機構の

掌握などといった特徴を次第に顕在化させていく初期国家（初期ヤマト王

権）が３世紀半ばには成立したと論じた（都出1991, 1996,1998）。H. Wright

は，国家は首長制の領域を越えた広域の領域支配の可能性をもつために外

部的にも内部的にも機能分化していなければならないという定義を提唱し

たが，上記の見解はこの定義ならびに今までの事例でふれた初期国家形成

に即したものということができる。

　ではなぜ奈良盆地東部（ヤマト）の地に初期国家（初期ヤマト王権）が起

こりえたのか。この問には，依然としてさまざまな考えがあるのかもしれ

ないが，少なくても纏向遺跡を中心とするこの地域は，鉄を対象にした朝

鮮半島・北部九州・瀬戸内海を結んだ流通システムと東日本（東海，北陸）
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図17　弥生時代中期近畿地方の集落構造図（松木1996:図6.3)

地域の流通システムを交叉させる好位置にあり，また西日本首長層と東日

本首長層を系列的に連携させるうえでも好都合な場所であった点は見逃せ

ないであろう。
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　5.国家への進化

　以上の事例から得られる知見は何であろうか。２点考えてみたい。まず

Cameiroが唱えた制約説は，人口圧とそれによる土地不足を契機とする

戦争が国家形成への動因となるという考えであるが，さまざまな事例に対

応してさまざまな研究者が否定的な見解を表明しているように，それ自体

では説得性を失っていることは否定できない。しかし，部族(Tribe)体制

から首長制(Chiefdom)の成立，そして国家(State)形成への道程は，それ

が少なくとも中途の首長制段階に留まる状態であっても，囲い込み(cir-

cumscription)の環境的要因が首長制の形成を早期化するという効果がある

点は依然として有効である。

　しかし，制約説が首長制ないし未熟な初期国家に適用されるとしても，

歴史のなかで広域の領土を支配する国家ないし帝国の形成まで至ったのは，

首座型階層構造が成立しやすい空間的に制限された地域ではなかった。も

ちろん一見上，エジプトはその例外ということはできる。しかし，上流の

ナイル河畔という制約的条件と未開発のデルタ地帯という非制約的条件の

組み合わせは，単純な制約説の適用を拒否していたのである。オアハカ谷

のケースもそうであり，国家形成期とされるモンテ・アルバン第１期にお

いて神殿創設と周辺地域への移住は人口圧と土地不足とは無縁の状況であ

った。

　注目すべきは，むしろ等質的な同列政体群にあって初期国家が創出され，

大国家に発展した事例である。つまり，交易，戦争，文化・宗数的交流を

特徴とした競合性と相互作用を伴う多元的広域ネットワーク社会から，異

質的に全体を統合する統治機構を備えた国家が最終的に創出されたことで

ある。その形成は，囲い込みの環境のなかでいち早く首座型の中央センタ

ーを形成し集権体制をえた首長制ないし早熟初期国家よりも遅れるとはい

え，中途で挫折することなく，同列政体群を統合し，その領域を拡大し維
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持する統治機構を３つの権力(イデオロギー，軍事，経済)の制度化へ向け

て形成発展させることにより実現していったのである。

　ただし，その経路はけっして必然的ではない。そこで第２の知見が導か

れる。すなわち，第２節でふれた新文化的進化主義の定向的発展に対する

見方の修正が改めて問われるということである。複数の進化的経路の可能

性を含んでいたとはいえ，バンド，部族，首長制，国家という複雑社会へ

の進化過程はけっして一義でなく，必然的でさえないという修正見解であ

る。これはp. Crone (1994)が主張しているように，部族を無国家社会

(statelesssociety)とし国家とはまったく異なる原理(親族，性別，年齢)で秩

序化された社会として，それ自体安定した自律的均衡状態としてとらえる

考えに象徴される。国家体制はそれゆえ部族体制とは異質な変異体として

発生するものとなり，部族体質の弱い部分から突然変異の如く現われ，あ

る条件下で部族体制を駆逐するものになる。 Croneによれば，メソポタミ

アに最初に国家が形成されたのは，集落・都市居住民に部族的要素がもと

もと弱かったことにある(Crone 1994;451,455)。

　他方，首長制は近年の定義によれば行政管理上の視点から類型化された

ものとなっており，国家の先駆者(precursor)としての位置づけがなされて

いる(Cameiro 1981,Spencer1987)。もちろん，首長制から国家への移行も

必然的ではない。 R. Drennan (1991)が論じているように，国家まで進展

したメキシコ高地と首良則に留まったパナマ地峡・コロンビア地域との比

較で，その環境の相違から首長制の体質が異なり，後者の方が地位・名誉

への競争が資源の浪費を厭わないほど熾烈であるが，家族単位では豊富で

独立的である。前者はむしろ競争については中庸であり，富，地位に関し

内部分化が進み，家族間で相互依存が進行しているという。後者の熱帯性

気候地帯では首長制自体が安定した状態として継続していたのである。総

合すると，部族，首長制，国家への変化は必然的(ないし傾向的)経路と

してではなく，それぞれ安定した均衡状態として捉えられるべきであり，
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むしろ変化の時期にはなんらかの岐路(bifurcation)が存在していたという

べきであろう。その意味でFriedのいう始原的国家(pristinestate)は，そ

の発生においてまれな現象であったということになる。

　事例であげられたケースでは，その始原性からいってエジプト，日本は

外されるべきであろう。つまりエジプトでさえ，すでに高度の階層構造を

出現させていたメソポタミアとの交易による交流から国家形成を促された

第二次国家であると解釈することもできるからである29)。スシアナの場合

は南部メソポタミアという一大交易中心地帯で発生していた階層化現象と

連動する形で初期国家段階と推定される首座階層化が形成されたと考えら

れる。メソアメリカについては，メキシコ大盆地において第１中間期第４

局面に火山噴火という偶発的要因があって競合的政体が消失したことによ

り，オアハカ谷に遅れて，集積度の高い国家組織(テオテワカン)が出現

した。これは人為的といってよく，それまでとは異なる体制の出現であっ

た。マヤ地域では湿潤で開放的な環境により同列政体は構造的に継続して

いる。それでも先古典期において中部地域のエル・ミラドール，ナクベな

どのように巨大な建造物を築くほどの政体が存在していた。マヤ地域では

遅れて古典期においてティカルなどを中心とした国家体制が形成されるに

至ったが，２次センターの自律性が高く，国家の中心センターにおける統

合力の強弱により統合と分裂の循環を繰り返すパターンを形成していた。

　国家が以上からの文脈にしたがってひとつの創出物(invention)であり，

その形成は可能であるといえ，必然のものでないとすれば，その出現の鍵

は何なのであろうか。このことを考察するには，再度Cameiroの制約説

に振り返ってみる必要がある。彼自身の説は反証が数多く出され，説得性
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を失っているのであるが，いわゆる文明の発祥地（王国の出現）が灌漑と

いう人為的な工夫を含めた意味で農耕可能な乾燥地帯であったという事実

は，囲い込み(circumscription)の概念の有効性をあらためて認識させてく

れる。ただし認識すべき点は，囲い込みという地理的な要因そのものが重

要なのではなく，灌漑，品種改良，土壌改善，農耕法の改良など農業にコ

ミットする行為が農業生産性を向上させ，関与する一般成員に生業として

農業を継続せざるを得なくする不可逆な過程こそが重要なのである。周囲

が砂漠，草原，ないし山岳地帯という環境は，農業を通じて人口を増大さ

せてしまった後の状況にある成員にとって，狩猟採集生活に戻ることを困

難にし，生業の選択肢をかなり限定させてしまう。しかし，この人口増加

は人口圧をもたらす過剰人口状態を意味するのではなく，依然として不足

しているのは労働であり人間なのである。収穫逓増現象をもたらした農業

の振興は土地不足の制約まで至らず，制約はむしろ労働にこそあったとい

うべきである。しかし，乾燥地帯は生業の選択肢を農業の高生産性ゆえに

限定させることになり，居住を固定化して移動の自由を奪ってしまう意味

で明らかに制約的であり囲い込みなのである。つまり，そこでは人口圧が

低くても支配，収奪の実現性が潜在的に高まっているのである。そして高

生産性の土地を集権的に管理できれば，政権はそれまでと異なって圧倒的

な富の集中を獲得できる。ただし管理行政の費用を低い状態に維持できる

ためには河川などを通じた交通網が利用できる必要があったことはいうま

でもない。

　それに対して，天水や灌漑による農耕が不可能な乾燥地帯では牧畜とい

う生業をとらざるをえなく，遊牧民として移動をもっぱらとし，部族体制

を継続させる条件が存在している。また全く逆に湿潤であるが森林に蓋わ

れた地帯では農業は限定的で散発的であり，植生上豊富なことから狩猟採

集を共存させる形になり，生業の選択肢も多様で移動が妨げられることも

ない。この地帯においても部族体制ないし首長制までの分化で留まるのが
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普通である。

　このように考えると，単純な思考上の工夫として，縦軸に乾燥／湿潤度

をとり横軸に制約／非制約度をとった位相図を描くことができる。その上

部と下部の領域は上述したように部族体制が安定的に成立している部分と

なり，対して中開城はせいぜい首長制への岐路をとる領域ということにな

る。そうすると，国家それも始原的国家の発生となると，南部メソポタミ

アという河口の沖積低地という，乾燥と制約度の相対的に弱い領域に限ら

れることになる。旧大陸では南部メソポタミアがウルク期において国家形

成を認められるというのであれば，他の地域（エジプト，ギリシャ，シリア，

アナトリアなど）への影響は，国家形成を誘発するものとなり，それらの

地域の国家は第二次国家ということになる。湿潤地帯の国家生成は（日本，

アルプス以北の欧州など）とくに非制約的領域においてきわめて遅いもので

あった。中国においても黄河・長江流域の盆地・河□域に初期国家の萌芽

状態が認められつつも変容・衰微していった。「邑制国家」構造を形成し

たのは準乾燥・非制約領域の中原地帯（河南省）においてであった。

　南部メソポタミアは国家の揺藍地としてきわめて特異な軌跡を辿ったと

いうことができる。ウルク期の前期と後期にその重心を移していったとは

いえ，都市・田園地区のヒエラルキー構造を形成し，その後初期王朝期に

は都市への集積化とおそらくそれに伴う都市国家間の覇権をめぐる抗争が

生じている。都市国家を統合するアッカド帝国は紀元前2350年頃に成立

しているが，アッカド時代から田園（都市周辺）地区の再生がみられるよ

うになる(Adams 1981;160-164)。ウルク期に南部メソポタミアにおいて都

市・集落の階層構造を高度化させ，交易の拡大と分業化を成立させた要因

に，南部メソポタミア自身が穀倉地帯として特化しており，他の資源を周

辺地域に依存せざるをえなく，交易が必要不可欠であったことがあげられ

る。さらにその交易を容易にするような自然の交通網（河川）が存在して

いたことも欠かせない。それゆえ，交易の中継・集積地となった都市は他
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の都市・集落に対し優位な地位を占めることになり，またその中継都市が

交易からもたらされた物資を加工し製造物として輸出することになれば，

さらにその地位を高めることになる。その結果分業関係を通じた都市・集

落間の階層構造の形成が自己組織的に促される。

　さらに各都市・集落には神殿が中心に位置し，祭祀活動のみならず経済

活動の中枢となっていたといわれており，神殿を介した広域の祭祀活動の

階層化もありえたであろう。つまり，中心センターヘの寄進・貢物という

再分配システムも存在して首座型の階層構造をさらに強化することになる。

これらはウルク期の都市国家群が王権の確立した国家体制ではなかったこ

とを意味するが，部族体制でもなかったことも確かである。紀元前４千年

紀という早い時期に成立した南部メソポタミアの特異な階層構造とウルク

期後期に顕在化する広域交易網（ウルク世界システム）は，いわば始原的な

変異体として生まれたのであり，また周辺世界の国家形成の因子を伝播さ

せたという意味で強力なものであったと考えざるをえない。
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